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はじめに 

 

 

ここ 10 年、国立大学附属病院（以下、国立大学病院）を取り巻く環境は大きく変化

してきた。2004 年に国立大学が法人化して以降、実状にあった病院経営や医療従事者

の増員など現場の裁量が増えた一方で、大学運営交付金の減額で収益の確保が求められ

るようになった。各病院の努力により診療機能はさらに高まり、手術件数増加や在院日

数短縮などで繁忙度を増した現場では、医師をはじめとする各専門職が疲弊し、研究分

野での国際競争力の減退も指摘されるようになった。2006 年に７対１入院基本料が設

置されると全国的な看護師不足の中で看護職を確保する必要性に迫られた。 
そして、これからの 10 年、医療環境はさらに大きく変化することが予測される。2025

年には高齢者人口が約 3500 万人に達し、人口の約 3 分の 1 を占めると見込まれる中、

「社会保障・税一体改革大綱（2012 年 2 月 17 日閣議決定）」「社会保障制度改革国民

会議報告書（2013 年 8 月 6 日）」では、医療・介護分野において病院・病床の機能分

化と連携を推進し、急性期医療を中心に人的・物的資源を集中投入し、入院期間を減ら

して早期の家庭復帰・社会復帰を実現するとともに、受け皿となる地域の病床や在宅医

療・在宅介護を充実させていく方向性が示されている。「病院完結型」医療から「地域

完結型」医療へ転換する中で、国立大学病院は地域の中核病院として関連施設等と連携

を深め、かつ、高度急性期医療を担う医療機関として地域医療に貢献することを期待さ

れている。 
また一方で、「新成長戦略（2010 年 6 月 18 日閣議決定）」により、「日本発の革新

的な医薬品、医療・介護技術の研究開発を推進」すること、「新薬、再生医療等の先端

医療技術を促進」する方針も示されている。国立大学病院はグローバル化し激化する国

際競争の中で研究推進体制を整え、新しい診断や治療法、ケア方法を開発して、世界に

発信していくことが求められる。 
そして、国立大学病院は、高等教育機関として社会の要請に応えるために、高い知識

や技術に加えて人間性や倫理性を備え、人々の健康や生活の質に資する医療専門職の育

成、多様な文化に対応でき国際的に活躍できる医療専門職の育成も担っていかねばなら

ない。 

このように社会情勢が大きく変化する中、平成 24 年 3 月に国立大学附属病院長会議

から「国立大学附属病院の今後のあるべき姿を求めて～その課題と展望～」が発表され

た。国立大学病院の使命が「教育」「診療」「研究」「地域貢献・社会貢献」「国際化」の

5 本柱として掲げられ、それらを支える「運営」を含めた 6つの柱に沿って、法人化以

降の現状と課題、将来像（提言）が示され、近年の社会情勢や医療構造の変化を考慮し

た、今後の国立大学病院の方向性がより明確になった。 

1



その中で私たちは、国立大学病院の看護部が、看護の立場から果たすべき役割を見失

わずに社会に貢献していくために、まず 10 年後 20 年後を見据えて全体で目指す姿を明

確にすることが必要であると考えた。そして、その姿に向かって進むことが、国立大学

病院や日本の看護の発展に寄与することにつながると考え、本看護部長会議も看護そし

て看護部の立場から「国立大学附属病院の今後のあるべき姿を求めて～その課題と展望

～（看護部編）」（以下、「あるべき姿」）を検討することとした。 

私たちはこの「あるべき姿」を、国立大学附属病院長会議が提示している 6 つの柱に

沿って検討する中で、「診療」において看護職が担うべき役割は「看護実践」であり、

他の検討分野においても、対象に提供される「看護実践」をよりよくすることが目標で

あることを再確認し、本提言における 6 本柱の順番を「看護実践」「教育」「研究」「地

域貢献・社会貢献」「国際化」「運営」とした。これら 6 つの分野は、それぞれが密接に

関連しており、連動しながら発展していくものと考えている。そして、本提言は将来像

を考えて作成したものではあるが、今後の医療情勢や社会情勢によって、実現化に向け

た行動計画を柔軟に見直し、対応していくものである。 

この「あるべき姿」が、国立大学病院の看護部の取り組みについて、看護職をはじめ

他の医療職、さらに広く国民から理解や信頼が得られる契機となることを願っている。

そして関係の方々とともに、建設的に行動計画を立案し実行することによって、看護の

対象となる方々や看護職・医療職への直接の還元にとどまらず、広く社会への貢献とな

ることを願うものである。 

 

平成 26 年 12 月      

国立大学病院看護部長会議 
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Ⅰ．「国立大学附属病院の今後のあるべき姿を求めて」 

－看護部編－  概要 

 

１. 看護実践 

２. 教育 

３. 研究 

４. 地域貢献・社会貢献 

５. 国際化 

６. 運営 
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看護実践分野のミッションと現状

国立大学附属病院のミッション【診療】

●日本と世界の医療イノベーションを牽引 ●高度で質が高く、安全な医療の提供

●日本の優れた医療を世界に発信 ●科学的・客観的な診療評価の実施と公表

看護部のミッション【看護実践】

●新たな看護実践の創造、発信、牽引 ●高度で質が高く、安心・安全な看護の提供

●チーム医療における倫理的実践の強化 ●科学的・客観的な看護実践評価の実施と公表

現状

1. 臨床と教育・研究のユニフィケーションが不十分である

2. 看護実践に係る豊富なデータを活用して看護の質を向上させるために、看護記録の標準化が求め
られている

3. 高度で先進的な医療における看護実践の標準化が求められている

4. 医療技術の進歩、在院日数の短縮により、在宅でも専門性の高いケアを継続して提供することが
求められている

5. 日本の優れた看護の実践やイノベーションの海外への発信が不十分である

6. 最先端医療を担うチーム医療のキーパーソンとして、看護職にはより主体的な倫理的実践が求め
られている

7. 看護師の裁量や専門的判断が日々の看護実践に十分活かされていない

8. ジェネラリストの看護実践が十分評価されていない

9. 看護実践の基準・手順の作成、更新が大学病院ごとに行われている

10.国立大学病院として看護実践を評価するアウトカム指標の開発・収集が求められている

1. 教育・研究と臨床との往来の推進、および、教員と技術職員の給与格差の是正

2. 国立大学病院看護実践研究開発センター（仮称）の設置、ならびに、看護用語・看護記録の標準

化とデータの共有化の推進

3. 高度で先進的な医療を担う看護職の共通の教育プログラムの確立と、各大学の強みに応じた教育

の分担

4. 大学病院で勤務するスペシャリストの知識・技術を地域医療に提供するための仕組み作り

5. 日本の優れた看護実践の海外への発信

6. チーム医療のキーパーソンとしての看護職による主体的な倫理的実践の強化

7. 看護師の裁量がより発揮され、専門的判断が伴われた看護実践の推進

8. 卓越したジェネラリストの活用

9. 高度で先進的な医療を安心・安全に提供することができ、国際的にも通用する看護実践の基準・

手順の整備

10.看護のアウトカム指標の開発、および、データの蓄積

課題
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① 看護用語・看護記録の標準化
② 最新のエビデンスに基づき、国際的に

も通用する看護実践の基準・手順の
標準化

③ 看護実践データベースの構築
④ 看護のアウトカム指標の開発

提言１．
看護の質の明確化

看護実践分野の将来像（提言）

① 高度で先進的な医療に係る看護実践
の標準化と教育プログラムの開発

② 看護師の裁量をより発揮した看護実践
の推進

③ 倫理的実践の強化
④ ジェネラリストのクリニカルラダーの

標準化
⑤ 米国のＣＮＬに相当するような卓越した

ジェネラリストの認証制度の導入
⑥ 医療の進歩に対応したスペシャリスト

の専門的機能の一層の強化
⑦ スペシャリストの知識・技術を地域医療

に提供するシステムの構築
⑧ 優れた看護実践の海外への発信

提言２．
医療の進歩・
社会情勢の

変化に対応した
看護の提供

① 国立大学間ネットワークの再構築
② 提言を実現するための相互評価システ

ムの確立
③ 看護の質指標の公表と活用

提言３．
情報共有と
相互評価
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国立大学附属病院のミッション【教育】

教育分野のミッションと現状

●日本の臨床教育の進歩を牽引 ●日本の将来を展望した医療人材の育成

●臨床医のリサーチマインドの涵養 ●多様なキャリアデザインの構築と推進

看護部のミッション【教育】

●看護基礎教育と継続教育との一貫性をもった教育体制の確立

●最先端医療を担う実践力に優れた看護職の育成

●多様なキャリアデザインの構築と推進

現状

1. 臨床で求められる能力と看護基礎教育で習得できる能力のギャップがある

2. 新人看護職員への支援に多くの時間・人手が必要となっている

3. 進歩し続ける高度な医療を担うジェネラリストを育成し続けている

4. 最先端医療を担うチーム医療の中で、看護職の専門性が期待されている

5. キャリア支援システムを構築しつつあるが十分ではない

1. 看護基礎教育と継続教育の連携強化

2. 看護職の教育力の強化の推進

3.   チーム医療を推進できる看護職の育成

4.   倫理的諸問題への感受性を高め、問題に対処できる看護職の育成

5.   看護職のキャリア支援の強化

課題
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教育分野の将来像（提言）

提言２．
卓越した

ジェネラリストの
育成

① 平成21年度大学改革推進事業
「看護職の人材養成システムの確
立」を参考にしたユニフィケーショ
ンの推進

② 継続教育プログラムの開発と評価

卓越したジェネラリストの教育プログラ
ムの開発

① ケアのマネジメント

（地域連携・倫理調整力含む）

② リサーチマインド

③ 現場の実践者の教育

④ スペシャリスト等の活用

⑤ チーム医療のコーディネート

（人間関係調整力含む）

① 多職種を含めたキャリア支援を行
うための体制強化

② 平成21年度大学改革推進事業
「看護職の人材養成システムの確
立」を参考にしたキャリア支援の強
化

③ 地域貢献・国際化を見据えた人材
育成

提言１．
看護基礎教育と

継続教育の
連携・強化

提言３．
看護職および

多職種の
キャリア支援の強化
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研究分野のミッションと現状

国立大学附属病院のミッション【研究】

看護部のミッション【研究】

現状

課題

１．研究マインド向上のためのシステム確立

２．研究環境の基盤整備

３．共同研究の推進

４．研究ネットワークの構築

５．研究成果の実践への活用推進

６．エビデンスを基に開発研究を推進

１．臨床実践の場で研究を行うための環境の整備が不十分である

２．大学院で研究を経験した看護職が増えている

３．共同研究者が確保しやすい環境にあり、研究の連携推進がしやすい

４．研究成果の実践への活用が求められている

●日本と世界の次世代医療開発を牽引 ●基盤部門の整備と充実

●開発のためのネットワーク形成と役割分担 ●研究マインド向上のためのシステム構築

●看護の質を向上するための研究の推進
●研究成果を活用し、国民の健康維持・増進に寄与
●エビデンスを蓄積し、新しい看護の創出
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研究分野の将来像（提言）

① 研究指導・支援体制の整備

② 研究時間の確保・研究費の獲得

③ 研究マインドの向上

① 看護系教員等との連携

② 他職種・他施設との共同研究の
推進

③ 研究成果のフィードバック

① エビデンスを活発に用いる体制
作り

② 看護の可視化

③ 研究成果の発信による地域貢
献・社会貢献

提言１．
研究環境の
基盤整備

提言２．
研究ネットワークの

構築

提言３．
研究成果の
発信と活用
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地域貢献・社会貢献分野のミッションと現状

国立大学附属病院のミッション【地域貢献・社会貢献】

●地域医療のハブ機関として医師を供給 ●研究開発・事業化を通じた地域の活性化

●長期的視野から地域医療の再構築支援 ●シームレスな地域医療ネットワークの構築

看護部のミッション【地域貢献・社会貢献】

●地域における看護の質向上

●地域医療を支える看護職の資質の向上

●地域医療ネットワークの構築によるシームレスな医療（看護）・介護の提供

●災害医療ネットワーク体制の構築

現状

１．超高齢社会到来による医療ニーズの変化への対策が求められている

２．地域医療の格差があり、地域貢献のための人材の有効活用が求められている

３．地域医療における連携やネットワーク化を推進する必要がある

４．地域医療提供体制への看護の関与が求められている

５．大学病院から地域に研修の講師派遣や地域の看護職の研修受入れができている

６．最後の砦として地域の重症患者や難病患者の受入れを担っている

７．地域の看護職不足に対応するため、大学病院と地域の病院が連携した看護職の育成

と派遣に対する、体制の構築が必要である

８．災害時の地域とのネットワークが不十分であるため、大学病院の役割分担を明確に

していく必要がある

課題

１．地域医療ネットワークの構築とシームレスな医療（看護）・介護の提供

２．地域のニーズを踏まえて地域で医療を支える看護職の育成

３．地域医療や災害医療に関する看護の積極的参画
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地域貢献・社会貢献分野の将来像（提言）

提言２.
地域医療を支える

看護職育成のための
体制整備

① 看護職育成のための体制の構築

② 看護職育成のための教育プログラ
ムの開発と実践

③ 地域との人事交流の推進

① 医療安全・感染対策に対するチー
ムの一員としての活動推進

② 「災害に強い大学病院」の基盤づく
りへの積極的参画

提言１.
シームレスな医療

（看護）・介護の
提供体制構築への

積極的参画

提言３.
地域の危機管理への

積極的参画

① 地域医療（看護）・介護の連携体制
の構築

② 看護データ活用のためのシステム
構築

③ 人的リソース活用推進
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国際化分野のミッションと現状

国立大学附属病院のミッション【国際化】

看護部のミッション【国際化】

●国際競争力の獲得 ●国際的なリーダーシップの発揮

●国際医療人材の育成 ●我が国の優れた医療を世界に発信

●国際医療人材の育成と活用

●海外の看護職との交流

●我が国の優れた看護を世界に発信

１．外国人患者への対応が求められている

２．基礎教育で国際看護を学び災害医療や発展途上国の看護支援に興味を持つ
看護職が増えている

３．外国の多様な文化や価値観に触れる機会の拡充が求められる

４．海外の看護に触れたり、海外の看護職と交流することが求められる

５．日本の看護の素晴らしさを世界へ発信するための萌芽期である

６．国際化社会に対応できる語学力の向上および人材活用のしくみが求められている

１．グローバル 社会における外国人患者への対応強化

２．海外の大学との協定を活用した交流体制の整備

３．海外研修や視察を盛んにするためのネットワーク構築

４．日本の看護を発信するために国際学会へ参加

５．語学研修体制の整備

現状

課題

12



国際化分野の将来像（提言）

提言１．
海外との交流体制の

整備

① 留学生・研修生の交流体制の整備

② 海外協定大学との連携への積極的
参画

③ 多様な文化や価値観の相互理解

① 語学研修等の計画的実施

② 海外留学制度の整備

③ 海外の看護や多様な文化の体験

提言２．
国際化を進める

人材育成

① 国内外での日本らしい看護の実践

② 災害医療（看護）や発展途上国の
看護支援

③ 国際学会への参加

提言３．
日本の看護の
世界への発信
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運営分野のミッションと現状

国立大学附属病院の運営上の目標

●長期的視点に立った経営計画の策定 ●独自性ある病院マネジメントの確立

●国立大学附属病院システムの構築 ●優れた人材確保の人事労務戦略の確立

看護部のミッション【運営】

●各分野のミッションの達成 ●国民の医療を守るための体制づくり

●連携やネットワークの促進 ●働き続けられる体制の強化

●経営基盤やシステムの強化

現状

1. 国立大学病院が使命を果たし続けるための人材確保が必要である

2. 看護職がキャリアを重ねながら健康に働き続けられる環境を整える必要がある

3. 看護職の役割に応じた処遇を整える必要がある

4. 専門職としての裁量をより発揮できる環境が必要である

5. 看護職のさらなる役割拡大に伴い、相対的医行為の拡大が求められている

6. 看護部の情報量・機動力・組織力の発揮を期待されている

7. 看護の視点・倫理観などをあらゆる段階の意思決定に反映することが期待されている

8. 臨床と教育・研究の一層の連携が期待される

9. 学外とのネットワークを積極的に構築・活用していく必要がある

10. 国立大学病院の看護が担う役割や活動、成果について社会へ広報・説明していく必要
がある

課題

1. 国立大学病院としての機能を果たすために必要な人材確保・育成

2. 看護職が最大限に専門性を発揮できる体制の構築

3. 臨床と教育・研究のユニフィケーションを進める体制の構築

4. 多様なネットワークの構築・推進

5. 国立大学病院における看護の活動・成果の発信
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運営分野の将来像（提言）

提言２．
看護職が最大限に

専門性を発揮できる
体制の構築

①必要な人員・ポストの確保
②非承継職員の処遇改善
③働き続けられる環境づくり
④新人研修を円滑に実施する体制･

環境づくり

① チーム医療のキーパーソンとして

看護職の裁量を最大限に発揮す
る仕組みづくり

② 組織の意思決定への積極的な参
画

① 院内に連携センター及び看護部と
学部・学科を併任するポジション
の設置

② 看護部と学部・学科間の人事交
流を推進する仕組みづくり

③ 臨床と教育・研究との連携強化

① 国立大学病院の拠点整備とネット
ワークの強化

② 地域や海外との連携の推進
③ 産学連携の推進

④ 諸団体とのネットワークの構築・
活用

① 各病院からの積極的な発信

② 組織・ネットワークからの発信強
化

③ 海外への発信

提言１．
国立大学病院としての
使命を果たすために必
要な人材の確保・育成

提言３．
臨床と教育・研究の

ユニフィケーションを
進める体制の構築

提言４．
多様なネットワークの

構築・推進

提言５．
国立大学病院における

看護の活動・成果
の発信
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Ⅱ．用語の定義 

本稿では、以下の用語について、下記のように定義し使用する。 

 

【ジェネラリスト】 

領域にかかわらず継続してケアを管理し、患者に真摯に向き合い最適な看護を志向する

実践者であり、どのような対象者に対しても経験と継続教育によって習得した多くの暗黙

知に基づき、その場に応じた知識・技術・能力が発揮できる者 

 

【スペシャリスト】 

特定の専門あるいは看護分野で卓越した実践能力を有し、継続的に研鑽を積み重ね、そ

の職務を果たし、その影響が患者個人に留まらず、他の看護職や医療従事者にも及ぶ存在

であり、期待される役割の中で特定分野における専門性を発揮し、成果を出している者 

 

【チーム医療】 

医療に従事する多種多様な医療スタッフが、各々の高い専門性を前提に、目的と情報を

共有し、業務を分担しつつも互いに連携・補完し合い、患者の状況に的確に対応した医療

を提供すること 

 

【倫理的実践】 

倫理綱領に従い、人権保護のための擁護者として行われる実践 

 

【ユニフィケーション】 

狭義では「看護実践・教育・研究の責任を一つの管理組織に所属させること」とされる

が、ここでは「看護実践・教育・研究を有機的に統合させること」と定義する 
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Ⅲ．課題及び将来像（提言） －看護部編－ 

 

 

１. 看護実践 

２. 教育 

３. 研究 

４. 地域貢献・社会貢献 

５. 国際化 

６. 運営 
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１． 看護実践 

 

高度で先端的な診療を推進するとともに、地域医療の中核として国民に安心・安全な

医療を提供していくため、看護実践において国立大学病院が直面する課題を踏まえ、そ

れらに対する解決策について提言する。 

 

 

１）国立大学附属病院看護部のミッション 

 

●新たな看護実践の創造、発信、牽引 

●チーム医療における倫理的実践の強化 

●高度で質が高く、安心・安全な看護の提供 

●科学的・客観的な看護実践評価の実施と公表 

 

 

２）現状 

 
（１） 臨床と教育・研究のユニフィケーションが不十分である  

教育・研究・診療の三つの役割を担いながら医学生を教育していく医師の体制とは異

なり、日本の看護大学教育では、学生数に対する教員の少なさゆえに三つの役割を担う

ことが難しく、教員は教育と研究に専念し、看護実践は臨床の看護職に委ねられる体制

が続いてきた。 

看護実践と教育・研究の責任を一つの管理組織に属させるユニフィケーションは、米

国ではすでに 1960 年代前半にフロリダ大学やケースウェスタンリザーブ大学で試みら

れ、1970 年代に入りロチェスター大学やラシュ大学において本格導入された 1)。日本で

は、1995 年 4 月に開学した茨城県立医療大学において最初のモデルが示されたが、コ

ストや人材確保等、実現に向けての課題が多く、拡大には至らなかった 2)。 

近年、医療現場では EBM（Evidence-based Medicine）や EBN（Evidence-based Nursing）、

EBP（Evidence-based Practice）といったことが問われ 3)、一方では、卒業時の看護職

の実践力不足の問題がクローズアップされるようになり、教育・研究と看護実践の統合

や、それを推進するための大学と臨床のユニフィケーションの必要性が再認識されるよ

うになった 4)。文部科学省は、2009 年より「看護職キャリアシステム構築プラン（2010

年に「看護師の人材養成システムの確立」に改称）」の公募事業を開始し、2009 年には

8 大学、翌 2010 年にはさらに 4 大学の事業が選定され、現在、計 12 大学の事業が実施

されている。この事業は、大学病院看護部と自大学看護学部・看護学科等が連携して体
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系的な臨床研修方法や体制等を開発し、臨床の看護職及び基礎教育課程への教育レベル

を向上させることによって、効率的・継続的な専門能力の習得と向上を図り、国内の安

心・安全な看護提供体制を構築することを目的としている 5)。それらを背景として、看

護学教員と看護部職員が合同の会議を開き、人事交流の推進を図る大学が増えつつある。

しかしながら、未だユニフィケーションへの関心が高まり、推進されるまでには至って

いない。ユニフィケーションモデルの確立に向けて、看護管理者の高学歴化と大学と臨

床の両方を併任する高いポジションの設置、教員と看護職の給与格差の是正などが求め

られる。亀岡ら 6)は、ユニフィケーションを促進するために、以下の提案を示している。 

① 看護実践と教育に精通した核となる人材の採用（大学と病院の併任者の設置） 

② 大学側と病院側の看護職と共同執筆や共同研究を通したコミュニケーションの

確立 

③ 大学における指導的立場にある看護職が病院においても役割を拡大させること 

④ 実習指導者の教育と臨床の連携強化 

⑤ 博士課程の学生が臨床で力を発揮できるようにすること 

⑥ 大学側と病院側の看護職が共に向上していく機会の具体的日程の設定 

⑦ スキルズラボ等の教育センターの共同利用 

⑧ ユニフィケーションモデルの確立とその利点、欠点、長所、短所などの研究的

解明と検証 

 

（２）看護実践に係る豊富なデータを活用して看護の質を向上させるために、看護記録

の標準化が求められている。 

看護は、本質的に情報集約・情報依存型の職種であるといえる。データや情報をいか

に収集・整理し、情報としてまとめ、実際の看護に活かしていくかが看護の質を維持・

向上させるための鍵となる。溢れる情報を、人の努力だけで収集と処理を行っていくに

は限界がある 7)。 

現在、全国の国立大学病院には全て医療情報システムが導入されており、大量のデー

タ・情報の収集と処理を行うことの出来る環境が整ってきている。また、2010 年から

厚生労働省は「医療の質の評価・公表等推進事業」を実施しており、全国の 6つの病院

団体が参加し、病院ごとの臨床指標を公表して、医療の質向上を目指している 8）。 

これらのことから、現在、情報システムの中にデータウェアハウス（以下、DWH と称

す）が導入されつつあるが、今後より一層 DWH の導入が加速されると考えられる。DWH

が導入されることにより、データの収集やデータ・マイニングが可能となり、「どのよ

うな症状の」「どのような病態の」「どのような状況の」患者には、「どのような看護」

を提供することによってベストプラクティスとなり得る 7）のかを明確に裏付ける、その

エビデンスを見つけだすための疫学研究ができる環境が整うと考えられる。 
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しかし、DWH の性能に差があり、評価検証のために共有すべきデータが揃うかどうか

という点と、集まったデータが客観的に評価するに足りる精度であるかどうかという点

が課題として挙げられる。また、データ収集の際の重要な要素としては、信頼性が挙げ

られる。得られたデータが確かに実態を正しく表現しているかどうかということである

9）。 

実態を正しく表現するためには、統一された用語を使用し、看護記録を標準化するこ

とが必要である。信頼性の低いデータをいくら集めても、看護援助に資するデータ、す

なわち情報にはならない。信頼性を評価するためには、測定や観察方法が適切であるか

を検討したり、複数の看護師でデータを取ったり、ひとりで繰り返しデータを取るなど

して、同じデータが導きだされるかどうかを確認する方法が考えられる。しかし、看護

で用いられる多くのデータは患者本人から得られるものであるため、通常、何回も繰り

返すわけにはいかず、1 回 1回のデータ収集が重要となる 9）。また、看護提供は、様々

な情報と知識、その場の状況などを総合的に判断して行うために、看護師の能力による

個人差が大きいという実情がある 7）。 

以上のことから、豊富な看護実践データを活かし、臨床看護研究を促進していくため

には、看護用語の統一、看護実践の質を担保するための基準・手順、看護記録の標準化

が必須であると考えられる。 

 

（３）高度で先進的な医療における看護実践の標準化が求められている 

国立大学病院では、現在承認を受けている先進医療・高度医療の 8割以上 10)が実施さ

れており、これらの医療を安全に提供するためには、高度な看護の知識・技術が求めら

れる。実際、手術室における医療安全管理体制においても、国立大学病院においては非

常に高いレベルの安全管理が実践されている 11)。 

しかしながら、高度で先進的な医療に対応した看護の知識・技術のレベルは、各施設

によりさまざまで、標準化されていないのが現状である。2009 年末に日本で承認され

た内視鏡手術支援ロボット『ダ・ヴィンチ』による手術は大学病院を中心に行われてい

る。これらのロボット支援手術では、高度なシステムを動かすため、準備段階から他の

手術とは異なり、新たな看護実践の標準化が求められ、整備が進められている。また、

2009 年の改正臓器移植法案可決から増加している臓器移植や、遺伝子医療、生殖医療

における看護実践には、高度な倫理的判断を要する。これらの医療に対する看護基準・

手順には、そうした倫理的判断に関する内容も含まれるべきであろう。 

各大学病院では各施設の強みを活かして役割を分担し、看護基準や手順の整備など高

度で先進的な医療における看護実践の標準化を進めることで、それらの看護の質を維持

し、発展させることができる。加えて、国立大学病院は、高度で先進的な医療が集中し

て実施されていること、教育研修施設としての機能を有していることから、高度で先進

的な医療に対応した看護の知識・技術を磨くための教育システムを構築する必要がある。
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多くの専門看護師や認定看護師などスペシャリストを有する環境を活かし、他施設の研

修生を積極的に受け入れ、教育施設としての国立大学病院の使命を果たしていかなけれ

ばならない。 

 

（４）医療技術の進歩、在院日数の短縮により、在宅でも専門性の高いケアを継続して

提供することが求められている 

少子高齢化、在院日数短縮化等に伴い、医療費抑制効果もある在宅医療は、長期的な

政策医療の一分野として推進されている。医療機関や介護機関を含めて機能を明確に分

化、専門化させることでそれぞれ質の向上を図り、同時に地域連携によって患者、利用

者への医療、介護などをシームレスに提供する考え方は、今後も長期的に継続されてい

くものである。医療過疎地域や地域の医療施設間の偏在が明らかな状況の中、高度で先

進的な医療を担っている大学病院は地域の中核となり、地域の医療機関と連携し、牽引

役となることが期待される。それには、人事交流やスペシャリストの育成、技術や知識

習得、安全管理やフィジカルアセスメント能力の向上、連携、協働、在宅療養支援等の

機会を設定することが求められ、高度で質が高く安心、安全な医療・看護提供体制を構

築する必要がある。 

また、地域医療における看護の偏在化を緩和し、質の高い看護ケアを提供するには、

専門性の高い看護実践を提供する看護師が地域や医療過疎地域等で実践をすることが

求められる。そして、スペシャリストが地域に出向することで、互いの知識や技術を補

完し、より質の高い看護を提供することに繋がり、その実践が地域を牽引する力となる。

そうした役割拡大を担う専門性の高い看護師を育成する場として大学があり、その取り

組みとして既に地域に勤務する看護師等を対象に開心術の研修や移植病棟、ICU、CCU

等において「修練看護師」の研修を受け入れている 12)。また、皮膚・排泄ケア等の認定

看護師やがん看護専門看護師、助産師等を地域の病院に派遣し技術指導を行ったり、ボ

ランティアで遠距離地域に出向したり、訪問看護ステーションや地域から看護実践の相

談を受けたりして地域との連携や双方向からの人事交流につなげている事例も報告さ

れている 13)14)。これらは各大学の自助努力で行われているものであり、人材確保や出向

者の身分保障などの労務管理、教育体制を整えること等の課題がある。しかし、今は実

績としては少数であるが、今後確実に依頼や相談件数が増加していくと考えられ、地域

社会や国民のニーズに応えられるよう前述の課題について制度化していくことが望ま

れる。 

 

（５）日本の優れた看護の実践やイノベーションの海外への発信が不十分である 

看護における裁量や実践の範囲は国によって事情は異なるが、国際標準の看護をグロ

ーバルな観点から推進していくための仕組み作りが必要である。最先端医療における看

護実践や、専門看護師、認定看護師等の高度な知識と技術をもった看護職の実践、また
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PNS（パートナーシップ・ナーシング・システム）15)といった日本発の看護実践のイノ

ベーション等を国外に発信するとともに、海外の医療機関との協定に基づき、国外の看

護職の研修受け入れ体制を整備する必要がある。 

これらを実現するために、看護職の語学力向上など、国際標準で活動できる看護職を

育成するとともに、ロボット支援手術、移植・再生医療など、最先端医療に関するわが

国の看護の標準化を推進することが必要である。 

 

（６）最先端医療を担うチーム医療のキーパーソンとして、看護職にはより主体的な倫

理的実践が求められている 

倫理的実践はすべての看護実践に求められるものであるが、最先端医療を担う国立大

学病院では、より主体的な倫理的実践が求められる。病名告知や延命治療といった終末

期医療をめぐる臨床倫理的な諸問題に対する意見や判断を求められることは言うまで

もなく、治験や臨床研究といった新たな医療の開発、導入のプロセスにおいて看護職が

倫理的ジレンマに陥ることも稀ではない。 

高度な医療の現場では、恩恵であるはずの医療が結果として患者に負担をもたらす事

態に至る場合が少なくない 16)。また、通常の医療は現在の患者に有益であることを前提

に提供されるものであるが、臨床研究においてはその限りではなく、同じ疾患に悩む未

来の患者に有益であることを前提に提供される。そのため、常に目の前の患者ケアに全

力を注ぐ看護職にとって、そのことが倫理的ジレンマになり得ることは容易に想像され

る。 

しかし、生命倫理や臨床倫理、治験や臨床研究に関する教育は十分に行われていると

は言えず、倫理的諸問題への感受性を高めたり、それに対処したりするためのトレーニ

ングはほとんど行われていないのが現状である 17)。 

国立大学病院に勤務する看護職は、生命倫理や臨床倫理、治験や臨床研究に関する知

識を十分に得た上で、倫理的諸問題への感受性を高め、患者を中心とするチーム医療の

キーパーソンとして、目の前の患者にとっても未来の患者にとっても有益な医療が提供

され、また有益な臨床研究の実施を保証する担い手とならなければならない。 

 

（７）看護師の裁量や専門的判断が日々の看護実践に十分活かされていない 

保健師助産師看護師法において、看護師の業務は『療養上の世話』ならびに『診療の

補助』と定義されており、看護師による医療行為は「主治の医師又は歯科医師の指示」

によって実施可能とされる。一方、医療行為の範疇には「医師又は歯科医師でなければ

行ってはならない」とされる絶対的医行為が存在し、『診療の補助』は相対的医行為と

して比較的侵襲の少ない医療行為に限定されてきた。 

しかし、厚生労働省『チーム医療に関する検討委員会』は、高齢化による医療ニーズ

の急速な増大と深刻化する医師不足への対応から、看護師が診療の補助として安全に実
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施することができる行為の範囲を拡大する方向で明確化することが適当との結論に達

し 18)、特定の研修を修了した看護師のみが、包括的指示の下での特定の行為の実施が許

される制度案がまとめられた 19)。 

国立大学病院では、研修医、修練医、大学院生をはじめ多くの医師が勤務しているこ

とから、看護師の業務拡大へのニーズは低いように捉えられがちである。しかし、新た

な治療が数多く行われ、希少疾患も稀ではない国立大学病院だからこそ、不測の事態に

も十分に備え、万全を期しておく必要がある。看護師は 24 時間 365 日切れ目なく患者

をモニターし、異常を早期に発見・対処して患者を有害事象から護っている専門職であ

る。それ故に、安全で効果的な医療をタイムリーに提供する上で、包括的指示の下での

裁量が有効に機能するケースも十分に想定される。実際、熟練した看護師が、患者の状

態のわずかな変化や兆候を見逃さないばかりか、その際に必要な医療行為を熟知してお

り、適切な医療行為の「指示」を医師に求めることも稀ではない。 

その一方で、本来は医師の指示を必要としない『療養上の世話』にさえ医師の指示を

求める傾向があることもまた事実である。「新たな看護のあり方に関する検討会報告書

（平成 15 年/2003 年 3 月 24 日）」では、看護基礎教育では、患者の生活の質を向上さ

せるための療養上の世話に関する判断と実践がカリキュラムの大半を占め、重点的に教

育しているにもかかわらず、医療現場においては、必ずしも看護職の判断を生かした適

切なケアが行われているとは言えない状況にあり、特に、病院内では、診療の補助のみ

ならず、療養上の世話についても、看護師の側から医師の指示を求めているという状況

もあると指摘している 20)。そして、そのことについて、「法律や医師による要請がある

というわけではなく、むしろ、単なる慣習として行われていたり、看護師等の役割や責

任についての認識の不足など様々な背景があると考えられる」と指摘している 20)。この

ことが、病院で働く看護職の失望につながる可能性も否定できない。 

同報告書では、患者のニーズに応じて、よりよい医療・看護サービスを提供していく

ためには、看護職を含む医療職が、それぞれの専門性を十分に発揮しながら、相互の信

頼関係の下に密接に連携することが重要だとし、看護職には、療養生活支援の専門家と

してその知識・技能を高め、的確な看護判断を行い、適切な看護技術を提供すること、

患者の自己回復力を引き出し支える働きかけや合併症等を予防するためのかかわりを

強化すること、治療方針を踏まえて療養上の世話を行う際に医師の意見を求めるべきか

どうかについて適切に判断できる能力を習得すること、患者・家族と十分にコミュニケ

ーションをとり、わかりやすく丁寧に説明するとともに、患者・家族が自らの意向を伝

えることができるよう支援したり、ときには代わって伝える役割を担うなど患者・家族

が医療を理解しよりよい選択ができるよう支援すること、などの役割が期待されるとし

ている 20)。 

看護職自らが看護の専門性を明確に意識し専門職として自律していくためには、看護

師が裁量をより発揮し、専門的判断を伴う看護実践をより一層推進していく必要がある。
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既に、大学病院では、日々の看護実践においても、また、看護専門外来、退院支援、入

院支援、患者相談、その他さまざまな多職種チームにおいても、看護職が専門職として

の能力を発揮し、質の高いサービスを提供している。実際、国立大学病院では様々な看

護専門外来等が数多く開設、実践されている。今後さらに、医療チームの中で看護職が

専門職としての能力を発揮する機会を拡大・体現していくことが、国立大学病院看護部

の重要なミッションである。 

 

（８）ジェネラリストの看護実践が十分評価されていない 

国立大学病院には専門性の高い診療が求められることから、看護においてもスペシャ

リストの実践に関心が集まりやすい。一方、特定の領域にこだわらず、どの病棟に異動

しても配属病棟の看護の質をみるみる改善していくようなジェネラリストも必ず存在

している。しかし、ジェネラリストのキャリアパスが未完成であることや、卓越したジ

ェネラリストの役割や能力、責任が不明瞭であることから、そうした優れた実践を評価

する仕組みが体系化されていないのが現状である 21)22)。そのため、組織の中での目標達

成や質向上のためにジェネラリストの能力が効果的に活用されておらず、卓越したジェ

ネラリストをマネジメントし能力を活かす看護管理者の力量やシステム構築も不十分

な状況である 23)。特に、25～29 歳の看護師の減少、さらに育児休業や育児短時間勤務

制度によって勤務者実数が減少していることから 24)25)、継続した体系的教育を受けにく

いことが課題となっている。 

米国では、全米看護大学協会（AACN）が臨床で活躍する数多くのリーダー達と共に

CNL（クリニカルナースリーダー）と呼ばれる新たな役割を開発している。CNL は、「ア

ウトカムベースの実践と質改善の戦略において非常に優れた臨床家 26)」として、修士レ

ベルの教育を受けて認定される。CNL の役割は、「異なる患者集団に対して行われるケ

アを横断的に統合し、監督していくとともに、複雑な状況においては自らも積極的に直

接ケアを提供すること 26)」や「EBN を実行に移すことで、患者が、医療提供における最

新の技術革新の恩恵を確実に受けられるようにすること 26)」である。CNL は、「患者ア

ウトカムを収集、評価し、コホートのリスクを査定して、必要な時にはケアプランを変

更する意思決定の権限を有している 26)」。CNL は APN（Advanced Practice Nurse）の範

疇に含まれていないことから、スペシャリストではなく卓越したジェネラリストとして

位置づけられていることが伺える。 

我が国においても、ジェネラリストのクリニカルラダーをより明確にして標準化する

とともに、卓越したジェネラリストに活躍の場と然るべきポジションを与えるべく、米

国における CNL の役割モデルに相当するような卓越したジェネラリストの認証制度の

創設が急務と考える。 
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（９）看護実践の基準・手順の作成、更新が大学病院ごとに行われている 

看護実践の基準・手順は、あらゆる健康レベルの対象に、看護職が安全で良質な看護

を直接的に働きかける行動指針並びに看護実践の質保証の評価のための枠組みとされ

ている 27)。 

1997 年から日本病院機能評価機構による病院機能評価事業が開始され、看護実践の

基準・手順の整備が急速に進んだ。2013 年 2 月 7日現在では、全国の認定病院 2406 施

設が認定を受け、全病院数 8580 施設の 28％となった 28)。 

一方で、各病院の共通する課題は、看護実践の基準・手順が、それぞれの病院で固有

のものを有していることで、変化や変更に修正等が追い付いていない現状がある 29)。そ

の理由としては、改訂のための労力を要する割に日常業務の中で看護職員に活用されて

いないことや、日本の看護界において EBN の検証が十分成熟していないことなどが挙げ

られ 30)、これらが改訂作業を遅らせる誘因になっていると言える。 

そこで、国立大学病院における看護実践の基準・手順を標準化し、効果的かつ効率的

な改訂が行える仕組みづくりが必要となる。また、より質の高い看護を先駆的に実践し、

確立していくことが大学病院看護部の役割であり、国内の看護実践の基準・手順を牽引

していくことが、国立大学病院看護部の重要なミッションの 1つと言える。 

その実現に向けて、拠点となる看護実践研究開発センター（仮称）を設置して、EBN

を基盤とした看護基準・手順の作成を担う。エビデンスが明らかになることで、看護ケ

アの理論的証拠となり、看護職員の教育指導の場でも大いに役立つばかりでなく、看護

の奥深さや面白さが更なる自己研鑽へとつながり、看護の発展、進歩に寄与することが

期待される。 

EBN の推進については、現在、Joanna Briggs Institute（オーストラリア・アデレ

ード大学にある非営利の国際研究機関）が『コクラン共同計画』の看護版を推進してい

る。1996 年にはじまり、現在では、この活動の一端を担う提携センターが世界 40 カ国

以上にあり、90 ヶ国以上のメンバーがセンターの提供する情報サービスを利用してい

る。JBI では、①世界中の研究論文を検索・収集し、研究知見を分析・統合することで

エビデンスを明らかにするシステマティック・レビュー(Systematic review: SR)の実

施、②それを実践に活用するための資料（エビデンス・サマリーなど）の作成、そして、

③データベース化と情報発信をしている。また、④学会やセミナーで、エビデンスの活

用や評価などについて学ぶ看護師やコメディカルスタッフの生涯学習も支えている。国

内では唯一、2010 年 8 月に大阪大学大学院医学系研究科保健学専攻内に日本発の JBI

提携センターとして、JCEBP（the Japan Center for Evidence Based Practice）が設

立され 31)、JBI の普及ならびに精力的な翻訳作業が進められている。 

また、標準看護手順については、すでに、国内で導入されているナーシング・スキル

日本版（株式会社エルゼビア・ジャパン）を活用している施設がある 32)。「動画で手順

が理解できる」「自分たちの手順に合わせてカスタマズできる」「アップデイトされる」
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特徴がある。 

JCEBPやナーシング・スキル日本版のような取り組みを看護実践研究開発センター（仮

称）の事業の 1つとして位置づけることも有益であると考えられる。 

 

（１０）国立大学病院として看護実践を評価するアウトカム指標の開発・収集が求めら

れている 

医療の質に係る臨床指標の開発、データの蓄積、ベンチマーキングする試みは、米国

においても 1990 年代より開始された比較的最近のものであり、国内では全日本病院協

会や東京都病院協会などが早期より試行事業に着手しており33)、国立大学病院では2008

年にデータベース構築事業が開始されている 34)。しかし、それらの指標の多くは、構造

やプロセスに関するもので、アウトカムに関する指標の開発は必ずしも進んでいるとは

言えない。特に、看護のアウトカム指標としては、現在のところ、褥瘡発生率が良く知

られているが、開発が遅れているのが現状である。 

米国では、看護実践についてもすでに 1990 年代から質指標に係るエビデンス研究が

盛んに行われており、1994 年には全米看護師協会（ANA）が看護質指標全国データベー

ス（NDNQI）を構築し、現在1,800を超える病院からデータを継続的に収集している35)36)。

NDNQI では、急性期ケアのアウトカム指標として、転倒、褥瘡、医療関連感染といった

指標が挙げられている 37)。 

国内においても、2012 年より日本看護協会が看護の質と労働に係る全国データベー

ス構築事業を開始しており 38)、何らかの看護質指標が示されることが期待できる。 

汎用可能なアウトカム指標としては、尿路感染、誤薬発生、褥瘡発生等、感染症の発

生率、転倒転落、在院日数、患者対看護師数比などが挙げられているが、国立大学病院

では、これらの全国データの蓄積に歩調を合わせるとともに、大学病院特有の診療や看

護実践に係る指標の開発、データベースの構築を組織的に進めていく必要がある。 

看護実践を可視化し、ベンチマーキングを通して看護の質を継続的に改善し、社会に

それらを公表し、質を担保していく事業は、国民の医療に対する信頼をより強固にして

いくために国立大学病院看護部が担う重要なミッションの 1つである。 

 

 

３） 課題 

 
前述の現状から、主な課題として以下の 10 点を挙げる。          

１．教育・研究と臨床との往来の推進、および、教員と技術職員の給与格差の是正 

２．国立大学病院看護実践研究開発センター（仮称）の設置、ならびに、看護用語・看

護記録の標準化とデータの共有化の推進 

３．高度で先進的な医療を担う看護職の共通の教育プログラムの確立と、各大学の強み
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に応じた教育の分担 

４．大学病院で勤務するスペシャリストの知識・技術を地域医療に提供するための仕組

み作り 

５．日本の優れた看護実践の海外への発信 

６．チーム医療のキーパーソンとしての看護職による、主体的な倫理的実践の強化 

７．看護師の裁量がより発揮され、専門的判断が伴われた看護実践の推進 

８．卓越したジェネラリストの活用 

９．高度で先進的な医療を安心・安全に提供することができ、国際的にも通用する看護

実践の基準・手順の整備 

10．看護のアウトカム指標の開発、および、データの蓄積 

 

 

４）将来像（提言） 
 

看護実践に関しては、国立大学附属病院が地域社会における中核的病院としての使命

を果たすための機能強化を目指す。国立大学附属病院が国民から信頼される医療・教育

機関として継続的に発展を遂げ、地域医療での規範であり続けるために、次のような将

来像を提言する。 

 

提言１：看護の質の明確化 

 

① 看護用語・看護記録の標準化 

看護実践の実態を正しく表現するためには、統一された用語を使用し、看護記録を標

準化することが不可欠である。看護用語・看護記録の標準化によって、疫学研究に資す

る有益なデータの蓄積が可能となる。 

 

② 最新のエビデンスに基づき、国際的にも通用する看護実践の基準・手順の標準化 

国立大学病院における看護実践の基準・手順を国際的にも通用するレベルで標準化し、

効果的かつ効率的な改訂が行える仕組みづくりが必要である。より質の高い看護を先駆

的に実践し、国際的にも通用するレベルで確立していくことが国立大学病院看護部の役

割であり、国内の看護実践の基準・手順を牽引していくことが、国立大学病院看護部の

重要なミッションの 1つと言える。 

 

③ 看護実践データベースの構築 

全国の国立大学病院で蓄積される豊富な看護実践データを統合し、疫学研究を促進し

ていくために、看護実践データベースの構築が不可欠である。また、データウェアハウ
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ス（以下、DWH と称す）の導入によって、データ収集やデータ・マイニングが加速され

るようになると、「どのような症状の」「どのような病態の」「どのような状況の」患者

には、「どのような看護」を提供することによってベストプラクティスとなり得るのか

を明確に裏付ける、そのエビデンスを見つけだすための疫学研究ができる環境が整うと

考えられる。 

 

④ 看護のアウトカム指標の開発 

汎用可能なアウトカム指標としては、尿路感染、誤薬発生、褥瘡発生等、感染症の発

生率、転倒転落、在院日数、患者対看護師数比など、が挙げられているが、国立大学病

院では、これらの全国データの蓄積に協力するとともに、大学病院特有の診療や看護実

践に係る指標の開発を組織的に進めていく必要がある。 

 

 

提言２：医療の進歩・社会情勢の変化に対応した看護の提供 

 

① 高度で先進的な医療に係る看護実践の標準化と教育プログラムの開発 

高度で先進的な医療を安全に提供するためには、高度な看護の知識・技術が求められ

る。また、臓器移植や、遺伝子医療、生殖医療における看護実践には、高度な倫理的判

断を要する。各大学病院が各施設の強みを活かして役割を分担し、国際的にも通用する

看護基準や手順の整備など高度で先進的な医療における看護実践の国際的標準化を進

めることで、それらの看護の質を維持し、発展させることができる。加えて、国立大学

病院は、高度で先進的な医療が集中して実施されていること、教育研修施設としての機

能を有していることから、高度で先進的な医療に対応した看護の知識・技術を磨くため

の教育システムを構築する必要がある。多くの専門看護師や認定看護師などスペシャリ

ストを有する環境を活かし、他施設の研修生を積極的に受け入れ、教育施設としての国

立大学病院の使命を果たしていかなければならない。 

 

② 看護師の裁量をより発揮した看護実践の推進 

看護師自らが看護の専門性を明確に意識し専門職として自律していくためには、看護

師が裁量をより発揮し、専門的判断を伴う看護実践をより一層推進していく必要がある。

既に、大学病院では、日々の看護実践においても、また、看護専門外来、退院支援、入

院支援、患者相談、その他さまざまな多職種チームにおいても、看護師が専門職として

の能力を発揮し、質の高いサービスを提供している。今後さらに、看護師が医療チーム

の中で自律して専門職として能力を発揮する機会を拡大・体現していくことが国立大学

病院の重要なミッションである。 
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③ 倫理的実践の強化 

倫理的実践はすべての看護実践において必要とされる機能であるが、最先端医療を担

う国立大学病院では、より主体的な倫理的実践が求められる。国立大学病院に勤務する

看護職は、生命倫理や臨床倫理、治験や臨床研究に関する知識を十分に得た上で、倫理

的諸問題への感受性を高め、患者を中心とするチーム医療のキーパーソンとして、目の

前の患者にとっても未来の患者にとっても有益な医療が提供され、また有益な臨床研究

が実施されることを保証する担い手となる必要がある。 

 

④ ジェネラリストのクリニカルラダーの標準化 

卓越したジェネラリストの役割や能力、責任を明確化し、優れた実践を評価する仕組

みを体系化する必要がある。そのためには、ジェネラリストのクリニカルラダーをより

明確にして標準化することが不可欠である。 

 

⑤ 米国の CNL に相当するような卓越したジェネラリストの認証制度の導入 

卓越したジェネラリストに活躍の場と然るべきポジションを与えるべく、米国におけ

る CNL（Clinical Nurse Leader）の役割モデルに相当するような卓越したジェネラリ

ストの認証制度の創設が急務と考える。 

 

⑥ 医療の進歩に対応したスペシャリストの専門的機能の一層の強化 

高度で先進的な医療を担っている大学病院は地域の中核となり、地域の医療機関と連

携し、牽引役となることが期待される。それには、最先端医療や高度急性期医療、重症

で複雑な病態の患者などに対応する様々な領域のスペシャリストの育成を進める必要

がある。そして院内だけでなく地域医療機関に従事する看護職に対しても最新のエビデ

ンスに基づく看護実践や知識習得に関する支援、医療安全管理やフィジカルアセスメン

ト能力の向上に関する支援を強化することが求められる。地域医療機関と連携し、在宅

療養支援等の機会を積極的に持つことによって、患者の療養の場に関わらず、質が高く

安心、安全な医療・看護提供体制に貢献することができる。 

 

⑦ スペシャリストの知識・技術を地域医療に提供するシステムの構築 

地域医療における看護職の偏在化を緩和し、質の高い看護ケアを提供するには、専門

性の高い看護実践を提供する看護師が地域や医療過疎地域等で実践をすることが求め

られる。また、スペシャリストが地域に出向することで、高度急性期医療を担う看護職

と地域で活躍する看護職が互いの知識や技術を補完し合うことが実現し、多くの人によ

り質の高い看護を提供することにも繋がり、その実践が地域を牽引する力となる。 
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⑧ 優れた看護実践の海外への発信 

国によって看護における裁量や実践の範囲は異なるが、国際標準の看護をグローバル

な観点から推進していくための仕組み作りが必要である。看護職の海外留学制度などの

仕組みを構築し、最先端医療における看護実践や、専門看護師、認定看護師等の高度な

知識と技術をもった看護職等の実践、また PNS（パートナーシップ・ナーシング・シス

テム）といった日本発の看護実践のイノベーション等を国外に発信する機会を増やす必

要がある。また、海外の医療機関との協定に基づき、国外の看護職の研修受け入れ体制

を整備する必要がある。 

 

 

提言３：情報共有と相互評価 

 

情報共有と相互評価を促進するため、国立大学間のネットワークを再構築し、相互評

価システムを確立する必要がある。 

また、国立大学病院では、全国データの蓄積に協力するとともに、大学病院特有の診

療や看護実践に係る指標の開発、データベースの構築を組織的に進めていく必要がある。 

看護実践を可視化し、ベンチマーキングを通して看護の質を継続的に改善し、社会に

それらを公表し、質を担保していく事業は、国民の医療に対する信頼をより強固にして

いくために国立大学病院看護部が担う重要なミッションの 1つである。 
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２． 教育 

                                      
ここでは「国立大学病院看護部における看護職の育成」という観点から、主に現在の

看護教育において基礎教育から継続教育の現状を中心に国立大学病院の抱える課題を

抽出し、その解決策を提言する。 

国立大学病院では、これまで自大学病院に勤務する看護職の育成に主眼をおいて教育

してきた。しかし、看護職の活動の場は、少子高齢化社会の到来による医療環境の急激

な変化と共に、介護施設や訪問看護ステーションなどの地域、あるいは青年海外協力隊

などに代表される途上国に対する国際支援の場へと拡がってきている。 

一方で、急速に進化する医療に対応した新しい看護を創造し最先端医療を担う看護師

を育成する役割を持つのも、大学病院の看護師である。 

 これらを念頭におき、国立大学病院看護部では、看護職それぞれが求められる場で活

躍でき、自身も多様なキャリアを描くことができるような高い基礎力をもった看護職を

育成する必要がある。高度で先進的な医療や特定の分野に係る専門的な看護実践や研修

プログラムについては、１．看護実践の章で述べ、ここではジェネラリストの育成と看

護職のキャリア支援について提言する。   
 

 

１）国立大学附属病院看護部のミッション 

 

●看護基礎教育と継続教育との一貫性をもった教育体制の確立 

●最先端医療を担う実践力に優れた看護職の育成 

●多様なキャリアデザインの構築と推進 

  

 

２）現状 

 

（１）臨床で求められる能力と看護基礎教育で習得できる能力のギャップがある 

2009 年 7 月の保健師助産師看護師法の改正により、2010 年 4 月 1 日から新人看護職

員の臨床研修が努力義務化された。この背景には、医療の高度化などにともない、臨床

現場で必要とされる臨床実践能力と、看護基礎教育で習得した能力とが大きくかい離す

ることによって、新人看護職員の職場適応への困難と早期離職が問題とされてきたこと

がある１）。 

 看護基礎教育のカリキュラム改訂は、その時代に求められる看護実践能力の充実のた

めに行われてきたものだが、国立大学病院看護部では実習時間の減少等からリアリティ
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ショックなどを予測し、基礎教育と継続教育のギャップを埋めるために、いち早く新人

看護職員研修の強化を行ってきた。その結果、2011 年の新人看護職員の全国平均の離

職率は 8.1％だが、大学病院では 5.8％と低い結果であった 2)。また、看護基礎教育の

背景をみると、2011 年度の国家試験に合格した学生のうち、大学卒は約 27%であった。

2012 年 4 月の大学病院の新採用者のうち大学卒が平均 74%を占め、大学病院の新採用者

の大学卒割合は一般病院よりも高いことがわかる 3)4)。 

 大学を卒業した新人看護職員は、論理的思考力・研究能力・プレゼンテーション能力

等が高く、最先端医療を担うための素地は整いつつあると思われる。しかし、現状のま

まの教育体制だけでは、最先端医療を担う、あるいは大学病院で看護師の基礎を習得し

地域社会で活躍し国民の生活向上に寄与できる質の高い看護職を育成することは難し

くなってきている。 

 

（２）新人看護職員への支援に多くの時間・人手が必要となっている 

 近年、若者のコミュニケーション能力の不足が指摘されるなど、日本社会の中でこう

した能力を身につける仕組みの働きが相対的に低下してきているように感じられるこ

とが、一般企業を対象にした各種調査によって明らかになっている。 

2009 年に経済産業省就業支援体制調査事業で行われた調査によると、企業側が「学

生に求める能力要素」と学生が「企業から求められていると考えている能力要素」との

水準には、大きなギャップが存在していることが明らかになった。このギャップはどこ

に由来するかを検討した結果誕生したのが「社会人基礎力」と呼ばれる概念である。社

会人基礎力は、前に踏み出す力・考え抜く力・チームで働く力の 3つの能力から構成さ

れ、「基礎学力と専門知識を活かす能力」と位置づけられている 5)。 

 近年の新人看護職員においても、社会人基礎力の低下からか、2年目以降も新人と同

様のサポートを必要とすることが多い 6)。このような状況を考慮し、それぞれの大学病

院では、社会人基礎力の向上や看護実践能力の習得に向け、段階的かつ長期的な教育計

画を構築し対応している。このことによって、前述（１）の通り大学病院の新人看護職

員の離職率が全国平均より低く抑えられているではないかと推察する。 

しかし、その対応をもってしても生じる新人看護職員の職場適応困難や、メンタルヘ

ルスに不調を来した場合の対応、更なるサポート期間の長期化などが、現場の看護職の

負担感につながっていることが、全国的に課題として述べられている。 

 

（３）進歩し続ける高度な医療を担うジェネラリストを育成し続けている 

 臨床看護の中心となって活躍するジェネラリストと呼ばれる看護師は、主に 20 代後

半からその力を発揮することが多い。しかし、女性の場合、ちょうど結婚・出産・夫の

転勤などのライフイベントと重なる時期でもある。また、この時期は、一通りの看護が

できるようになり、将来のキャリアを模索する時期でもある。在宅看護などの地域での
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看護活動や大学院進学後教職に就くなどの、多様なキャリアパスを選択することが可能

となっている。看護職員のなかには、大学病院で急性期医療を経験してから地元に帰る、

あるいは慢性期の病院へ移るという選択をする者もいる。継続教育の初めの時期を大学

病院で過ごし、しっかりとした卒後臨床研修を受けてから地域へ還元することも大学の

使命である。 

国立大学病院は、一般病院に比べ規模が大きいため看護師数も多いが、上記のような

様々な理由で辞職する数も少なくない。その結果、看護職員の約半数が 20 代の看護職

となっており、常に大学病院での高度な医療を担うジェネラリストを育成し続けてい 

る 8)。 

 

（４）最先端医療を担うチーム医療の中で、看護職の専門性が期待されている 

従来から安全安心の医療を行う上で、看護職には高いコミュニケーション能力が求め

られる。加えて近年、移植医療等の最先端医療を行う大学病院では、生命倫理に代表さ

れる倫理的課題が臨床現場で増加しており、看護職には高度な倫理的判断が求められて

いる。看護職はチーム医療の中で多くの専門職をコーディネートし患者を擁護する「キ

ーパーソン」として位置づけられている。9)高いアセスメント能力と倫理性をもち、EBN

に基づいて多職種と意見交換できる自律性をもった看護職を今後も育成し続ける必要

がある。 

今後は、高いコミュニケーション能力をもち、認定看護師・専門看護師等のスペシャ

リストを活用できるジェネラリストを効果的に育成するための OJT を含む教育体制整

備が求められる。 

 

（５）キャリア支援システムを構築しつつあるが十分ではない 

平成 21 年度（2009 年）文科省大学改革推進事業「看護職の人材養成システムの確立」

の目指す目的のなかに「キャリアパス構築」があげられ、現在、国公私立大学病院 12

校でそのモデル事業が行われている。これは全国の病院での汎用性もその目的の中に含

まれており、このプログラムが広まっていくことが期待される。大学病院の中に留まら

ず、そこで基礎を学び地域あるいは社会全体へ看護を発信することは大学病院の使命の

具体化であり、大学病院から大きな志を持ち多様なキャリアを目指す看護職が飛び立つ

ことを期待したい。 

一方、少子高齢化により社会からは看護職の役割拡大が求められている。看護職就業

者数は毎年増加しているが、働き続けられる体制整備が急務である。 

質の高い看護を行うためには、良質の経験知を有する看護職が多くいることが望まし

い。大学病院看護部としては、キャリアデザインを示すのみでなく、キャリア支援の体

制整備を行う必要がある。 
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３） 課題 

 
前述の現状から、主な課題として以下の 5 点を挙げる。 

１．看護基礎教育と継続教育の連携強化 

２．看護職の教育力の強化の推進 

３．チーム医療を推進できる看護職の育成 

４．倫理的諸問題への感受性を高め、問題に対処できる看護職の育成 

５．看護職のキャリア支援の強化 

 

 

４） 提言 

 
以上を踏まえて、その解決策として次の提言をのべる。      

 

 

① 大学と臨床の連携によるユニフィケーションの推進    

 ユニフィケーションとは、看護サービスと教育ならびに研究の責任を一つの管理組織

に所属させることを意味し 10)、1970 年代にアメリカのいくつかの大学で取り入れられ

た。看護サービスと看護教育の分離が指摘され 11)、その危機感から提唱された実践モデ

ルである。現在日本においても、看護基礎教育と看護実践側の双方の抱える問題は多数

報告されており、①教員の臨床経験不足②臨床と教育の人事交流が少ないことによる両

者の信頼関係構築の難しさ③問題を改善していくためのコミュニケーション促進の必

要性、に集約されている 12)。 

国立大学病院看護部のミッションには、看護基礎教育と継続教育との一貫性をもった

教育体制の確立があげられているが、国立大学において、看護サービスと教育ならびに

研究の責任を一つの管理組織に所属させることには種々の課題があり実現は容易では

ない。病院と大学の連携を促進する新しい日本型ユニフィケーションモデルが必要であ

ると考えられる。 

平成 21 年度（2009 年）文部科学省大学改革推進事業「看護職の人材養成システム」

13)において、「病院看護部と自大学看護学部が指導者人材の人事交流などにより緊密に

連携し、看護実践の習得能力向上など基礎教育にフィードバックできるプランであるこ

と」という要件４）があり、現在国公私立大学病院選定 12 校で事業が行われている。こ

の中には教員の実習指導以外での臨床看護実践やカンファレンスへの参加など、臨床で

の活動を促進させる仕組みづくりや、両者を橋渡しする病院助教の設置、キャリアセン

提言１：看護基礎教育と継続教育の連携・強化 
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ターへの専任教員の配置による学生から新人看護師への支援などがあげられる。   

こうした取り組みは日本型ユニフィケーションの一歩と考えることができ、臨床と教

育のそれぞれの立場から、看護実践や看護教育力向上のための連携・交流を一層促進す

る必要がある。    

 
② 継続教育プログラムの開発と評価    

看護職がキャリアを継続していくためには、まず看護職として職場に適応できること

が必要である。そして同時に看護職としての倫理観や判断力、看護実践能力、組織役割

遂行能力、自己学習力、教育力等を育てていく必要がある。既に各大学病院ではそれぞ

れ教育プログラムを作成し展開しているが、基礎教育から継続教育へのシームレスな教

育プログラム構築の観点からも、教員と看護部の連携により、その効果を検証し教育プ

ログラムの開発を行っていく必要がある。また、開発した教育プログラムを自大学と自

大学病院にとどめず、広く社会に示すことが求められている。 

 
 
提言２：卓越したジェネラリストの育成    

 
医療は研究開発により常に進化し、高度化・複雑化している。医療に関わるスタッフ

各々が主体的にチーム医療を推進することが求められ、看護職に求められる判断力や実

践能力も高度化・複雑化している。 

看護職がケアの提供者として看護実践能力を高める必要があるのはもちろんである

が、チーム医療を推進するためには、優れたコミュニケーション能力と根拠に基づいた

自律的判断のもとに多職種と意見交換ができ、認定看護師や専門看護師等のスペシャリ

ストと連携できる能力の育成が必要である。 

国立大学病院の看護師は、進化する医療に対応した看護を創造する役割を担い、最先

端医療に伴う看護の実践、教育・研究を行うことが求められている。また、地域医療へ

の貢献や国際化への貢献、看護教育者、研究者など様々な役割の看護職として輩出され

ることも社会からの期待である。 

このような役割を担いうる看護職を育成するためには、提言１．②で述べた看護基礎

教育から継続教育へのシームレスな教育プログラムに続き、卓越したジェネラリストと

して成長できるような教育プログラム開発が必要である。我々が考えるのは、以下の５

点の能力開発であるが、米国における CNL（Clinical Nurse Leader）の役割モデル 14)

では、大学院修士レベルの教育を受けることが求められており、この教育プログラム開

発においても、大学教員との連携が必要であると考える。 
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①ケアのマネジメントができる 

「ジェネラリスト・ナースのための国際能力基準フレームワーク」15)によれば、ジェ

ネラリスト・ナースの役割のひとつに「ケア提供とマネジメント」がある。ケアのマネ

ジメントは、安全な環境、多職種間のヘルスケア、委任と監督から構成される。対象者

に直接ケアを提供するだけでなく、ケアをマネジメントすることで、対象者に必要なケ

アが効率的かつ効果的に提供されるようにケアを調整し、連携をはかり、評価すること

ができる。 

また、最先端医療に伴う看護を創造する際は、新たな倫理的な課題を包含する場合が

あり、倫理調整に対する能力も併せ持つ必要がある。さらに、ケアのマネジメントの範

囲は病院内に留まらず、連携する地域にも及ぶ。今後さらに在院日数の短縮により医療

依存度の高い高齢者が増えることが明確であり、在宅医療の質の向上を図るためにもケ

アのマネジメントができる看護職の育成は非常に重要となってくる。 

 

②リサーチマインドをもっている 

リサーチマインドとは 、日々の実践を研究的に検証・蓄積していくこと、あるいは、

すでにあるエビデンスを資源として活用していくことである。進化する最先端医療に対

応した看護を創造するため、日々の看護の実践を積み重ね、研究的に検証をしていくリ

サーチマインドの育成が重要である。 

 

③ 現場の実践者の教育ができる 

現場の実践者とは、看護職及び多職種（医師、歯科医師、事務職員等チームに加わ

るすべての職種）をさす。看護職はチーム医療の中で多くの専門職をコーディネート

する役割を担う必要があり、調整のみに留まらず、質の高い医療の提供のためには、

現場の実践者の教育を担う必要があり、教育力の向上が求められる。  

 

④スペシャリスト等を活用できる 

スペシャリストを活用できるとは、ジェネラリスト自身が自分の限界を知っており、

判断を超える、あるいは必要な時に、スペシャリスト等を活用することができることを

さす。病院の看護師はほとんどがジェネラリストであり、複雑な状態や様々な制約の中

で、最善の看護を提供するために、適時に多職種を含めたその領域のスペシャリストの

能力を活用する判断能力が必要となる。 

 

⑤チーム医療のコーディネートができる 

多職種によるチーム医療のコーディネートには、優れた人間関係調整力が必要である。

看護職は、コミュニケーション能力を高め、EBN に基づいて他職種と意見交換でき、病

院内に留まらず、地域（訪問医療・介護施設・通所介護など）でもチーム医療をコーデ
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ィネートできる能力が今後さらに求められる。 

 

 
提言３：看護職および多職種のキャリア支援の強化    

 

① 多職種を含めたキャリア支援を行うための体制強化 

 2012 年に国立大学附属病院長会議が纏めた「国立大学附属病院の今後のあるべき姿

を求めて～その課題と展望～」の中に、キャリア形成支援センター（仮称）や総合臨床

教育センター（仮称）の設置についての記載がある。ここでは、医師だけでなく多職種

にわたる教育やキャリア支援について言及されている。国立大学病院看護部では、看護

部で持つ教育リソースを明らかにし、上記センターへのプログラム運営に積極的に参画

する必要がある。センターと連携し、系統立てた看護師の教育プログラムを企画する。

また、職種横断的なカリキュラムの立案・研修の企画・運営等に積極的に参画する必要

がある。 

  
② キャリア支援の強化 

 国立大学病院看護部では、平成 21 年度（2009 年）文部科学省大学改革推進事業「看

護職の人材養成システム」選定 12 校を中心にキャリア支援システムを構築中である。

IT による職員プロファイルの作成・研修やラダー履歴・看護技術評価の管理・目標管

理から配置への活用など幅広い内容となっている。また、いろいろな媒体を使ってキャ

リアモデルを紹介、あるいは病院認定資格を設けキャリアパスの一つとしているところ

もある。キャリア支援を行う看護管理者対象の教育システムを設ける、あるいは専任者

を常置している病院も見うけられる。 

今後はさらに、キャリア支援の方法を地域の看護職に広めていくことと、病院内の教

育研修を地域へ開放し、さまざまなキャリアパスの選択の機会を増やしていくことが求

められている。 

 
③ 地域貢献・国際化を見据えた人材育成 

 超高齢社会において医療依存度の高い患者が地域で療養することが増える状況が見

込まれる。患者が地域で支障なく生活できるように、地域での暮らしを見すえ退院調整

能力を強化した人材育成が必要である。最近は、一般的な疾患だけでなく、埋め込み型

人工心臓装着患者のように病院で過ごすしかなかった疾患の患者でも、在宅療養が可能

になってきており、訪問看護ステーション等との密な連携が求められている。今後は大

学病院の看護師として在籍したまま、地域で活動する可能性など様々な形での地域貢献

の在り方が考えられる。 

 大学病院は海外からの留学生など、外国人の患者も多い。また、創設した最先端看護
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を国内だけでなく海外に発信する役割もある。看護教育の統合カリキュラムに「国際看

護」が位置づけられたこともあり、国際力を持ち医療・看護の国際化に対応できる人材

を育成する必要がある。 
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３．研究 

 
 国立大学病院看護部には、看護実践を評価するとともに看護の質を向上し発展させる

という役割がある。そのためには、大学病院が実施している高度先進医療に伴う看護実

践や、国際的にも評価されている日本の看護実践を可視化していくことが求められる。

しかし、現状は、看護実践の可視化が不十分である。看護職が研究に取り組むことによ

り、看護実践の可視化が実現し、得られた新しい知見が、国民の健康生活の改善やクオ

リティ・オブ・ライフの向上につながる。国立大学病院看護部が研究を推進する上で直

面する課題とその解決方策について提言する。 

 

 
１） 国立大学附属病院看護部のミッション 

 

● 看護の質を向上するための研究の推進 

● 研究成果を活用し、国民の健康維持・増進に寄与 

● エビデンスを蓄積し、新たな看護の創造 

 
 
２） 現状 

 
（１）臨床実践の場で研究を行うための環境の整備が不十分である 

研究には、実践した看護や教育の評価をすること、看護の扱う事象や現象を概念化・

理論化するという目的がある。そして、研究成果を還元することで看護実践や教育を発

展させることに意義がある。現在、国立大学病院看護部で実施されている研究の実態が

把握できていないために、研究の質・量について明確には述べることはできない。本来、

臨床の看護職の役割は看護実践にあり、研究を主体としていないため、研究に取り組む

意識がうすく、研究を実施する環境が整っていないことが推察される。 

平成 22 年度（2010 年）から平成 25 年度（2013 年）の看護の質評価指標の測定調査１）

～４）によると、42 国立大学全 45 病院のうち歯学部附属および研究所附属病院を除く 42

国立大学病院（以下、42 国立大学病院）の経験年数 3 年未満の看護職員の割合は、30%

前後で推移しほとんど変化は見られない。一方、一般病棟の病床稼働率は 86.2％から

87.2％と増加している。また、平均在院日数は、17.1 日から 15.5 日と短縮している。

このような臨床現場では、3 年未満の看護職員は、看護実践に必要な知識・技術の習得

を優先することが求められる。 

前野ら５）の研究報告によると、若い世代の看護職は、研究の必要性は理解している
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が難しいと感じ、研究意欲を高め取り組むための指導・支援体制、時間確保や物的環境

のサポートを必要としていた。また、看護職全員が、研究は必要であると思っているが、

看護研究自体が難しい、患者・家族へのケアや業務改善につながらない、病棟スタッフ

との連携がない、人的資源および物的資源が不足しているという意見があった。このよ

うな環境の中、研究に取り組むには、時間の確保や予算の獲得、専任の研究支援者の配

置、パソコンやプリンター等の物品整備、専用の研究スペースの確保等の環境整備を進

めることが必要である。また、文献検索や文献の入手等ができる環境をさらに拡充する

ことが重要である。 

同時に、看護部内に研究に関する教育体制を整備する必要がある。これまでも、院内

研修会や職能団体主催の研修会等、研究に関する教育は実施されている。しかし、十分

とは言いがたい。特に研究倫理や利益相反に関する学びを深める必要がある。これらを

学ぶためには、教育プログラムを作成することだけではなく学会等への参加を推進する

とともに、博士課程・修士課程修了者を研究支援者として活用するなど、サポート体制

を構築することが重要である。 

 

（２）大学院で研究を経験した看護職が増えている 

国立大学病院看護部においては、看護教育の高等化が進み、研究についての学習や経

験を有する看護職が入職してきている。平成 22 年度（2010 年）から平成 25 年度（2013

年）の看護の質評価指標の測定調査１）～４）によると、42 国立大学病院の看護職のうち

博士課程修了者は 9 名（0.03%）から 18 名（0.05％）、修士課程修了者も 475 名（1.7%）

から平成 25 年度 642 名（2.1％）と微増していた。これらの研究経験者を活用し、看護

実践を評価するとともに看護の質を向上、発展させていくことが重要である。 

 

（３）共同研究者が確保しやすい環境にあり、研究の連携推進がしやすい 

国立大学病院は、自大学に看護系学部や学科が設置されており、教育体制に加えて研

究経験の豊富な看護系教員との連携をはかり、共同研究を推進しやすい環境にある。ま

た、医師をはじめとした多職種の協力を得ることや、総合大学の強みを生かして、他の

学問領域の共同研究者を確保しやすい環境にあると考える。 

さらに、広く研究への関わりということで考えれば、大学病院では、医師や他職種の

行う研究や治験、先進医療などが日常的に実施されている。看護職は、その患者への看

護実践や各種データの収集などで、意識せずとも研究に協力している。院内で行われて

いる臨床研究への理解を深めることも、研究マインドの醸成に役立ち、新たな看護実践

の確立につながると考えられる。 

国立大学病院看護部間や地区別の研究ネットワークを構築することで、多くの実践で

得られたエビデンスの活用範囲を拡大することができる。その際、国立大学病院看護部

と地域医療施設の看護職が連携をはかり、大学の有するリソースを活用すれば地域貢
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献・社会貢献へとつながる可能性も高い。 

看護系の研究者だけでなく、他職種や企業と連携することも看護業務の効率化や省力

化のはかれる開発レベルの研究につながることが期待できる。 

 

（４）研究成果の実践への活用が求められている                  

研究成果は、看護実践に活用されてこそ意義があると言える。黒田は「看護学は実践

の科学であり、私たち看護師の目標は、その科学に基づいて患者さんに提供するケアサ

ービスの効果を最大化することです。そして、看護実践の基礎となる科学的な知識体系

をさらに発展させるために行うのが、看護研究です。つまり、実践あっての研究であり、

研究あっての実践なのです。」６）と述べている。先行研究を活用する意識を高めるとと

もに、研究の質の向上に努める必要がある。 

今や日本は、世界の中で稀に見る超高齢社会に遭遇している。高齢者医療において、

先駆的な看護を発信していく役割がある。また、武村ら７）～９）は、日本には、言語を用

いずに察するという文化があり、日本の看護師は、通常のコミュニケーションスタイル

を超えて患者の全体像と意味世界を把握し、瞬時に適切な看護介入を選択するという看

護実践について報告している。私たち看護職には、日本の看護の素晴らしさを可視化し、

それらを活用できるようにすることが求められる。 
 

 

３）課題 
 

前述の現状から、主な課題として以下の 6 点を挙げる。 

１．研究マインド向上のためのシステム確立 

２．研究環境の基盤整備 

３．共同研究の推進 

４．研究ネットワークの構築 

５．研究成果の実践への活用推進 

６．エビデンスを基に開発研究を推進 
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４）将来像（提言） 
 

 以上を踏まえて、その解決策として次の提言を述べる。 

 

提言１：研究環境の基盤整備 

 

研究の目的は、実践した看護を評価し、看護の扱う事象や現象を概念化・理論化する

ことにある。同時に、研究成果の還元により看護や教育の発展に非常に重要である。 

しかし、臨床の看護職は看護実践中心で、多忙な業務の中、研究のための時間は認め

られておらず業務時間外の活動となっている。また、看護職は、病院や大学内の規定に

添って、研究計画書を作成し、倫理審査委員会の審査を受けるなどの手順を踏んで研究

しているが、医師や教員等のように研究経費が措置されていない。このような現状で、

研究を推進するためには、ハード面・ソフト面の整備が求められる。 

具体的には、研究時間の確保のために、看護職の確保や他職種への業務委譲による業

務整理を行うことが必要である。臨床の疑問を研究テーマに結びつけるプロセスに難渋

しているため、臨床の疑問を研究に結び付ける指導が受けられるように、大学教員と連

携した専任の研究支援者の配置や教育体制の整備、研究指導・支援体制の充実が望まれ

る。文献検索のための環境や OA 機器等の物品整備、専用研究スペースの確保等の環境

整備も重要である。 

また、優れた研究を行った者（組織）を評価し、インセンティブを付与するとともに、

学会参加等への時間的・金銭的な支援体制整備を推進し研究を奨励し、研究の活性化や

研究マインドの醸成を目指すことが必要である。 

 

 

提言２：研究ネットワークの構築 

 

看護系大学数は、2013 年 219 校、2014 年 234 校と年々増加している。そのため研究

経験豊富な看護系教員との相互連携や、共同研究をする機会が増える。さらに、看護系

教員だけでなく、他学部の教員や医師を含めた他職種との共同研究も行いやすい環境に

あり、教員や他職種とのネットワークが構築できる。 

また、自施設内にとどまらず国立大学病院看護部のネットワークを活用し、全国また

は地区ブロックで長所や特徴を生かしながら共同研究することも可能である。加えて、

地域医療施設の看護職や地域の企業とのネットワークを構築し、実践の場で相互の強み

を活用し研究や成果のフィードバックを行う連携も大切である。 
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提言３：研究成果の発信と活用 

 
 看護の質向上には、臨床現場で得られた知見を、研究により臨床で利用できるエビデ

ンスにすることが必要である。研究成果の蓄積と、研究に関する最新の情報に留意し、

科学的、倫理的に信頼される研究に取組むことが必要である。 

日本には「気づかい」という世界に誇れる文化が引き継がれてきている。私たち看護

職には、看護職が何を実践し、そのことにどのような価値があるのか実証し、日本の素

晴らしい看護を可視化していく必要がある。そして、研究成果が、看護実践や先行研究

に活用されるよう地域・社会に発信することが大切である。  

また、研究を活用するためには、カンファレンスやディスカッションに文献を活発に

用いるしくみや風土作りが重要である。提言１．「研究環境の基盤整備」で述べた大学

教員と連携した専任の研究支援者の配置や教育体制の整備、研究指導・支援体制の充実

が、この提言にも寄与すると考えられる。新たな知見を臨床看護に活用した事例を共有

するなどの取り組みも重要である。 
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４．地域貢献・社会貢献 

 
国立大学病院は全国に設置されているが、その設置の背景や予算規模、地域事情、環

境の違いから地域における役割が大きく異なっているのが現状である。国立大学病院看

護部に対する期待や役割も同様で、それぞれの地域との関係性も異なっている。しかし、

地域の要請あるいは国立大学病院としての使命から、これまで長年にわたって地域医療

状況を考慮し地域の看護の質向上に寄与してきた経緯がある。  

近年の疾病構造の変化や少子高齢化社会を背景に、今後、看護部が地域と連携し一層

の貢献を果たすために、長期的視野に立って地域や社会への貢献の現状と課題を明らか

にし、将来に向けた提言をする。 
 
 

１） 国立大学病院看護部のミッション 

 

●地域における看護の質向上 

●地域医療を支える看護職の資質の向上 

●地域医療ネットワークの構築によるシームレスな医療（看護）・介護の

提供 

●災害医療ネットワーク体制の構築 

 
 
２） 現状 

 
（１）超高齢社会到来による医療ニーズの変化への対策が求められている 

 わが国の 2025 年医療介護提供体制に直接影響する可能性が高い主な変化は、人口減

少・少子高齢化の急速な進展、生産年齢・労働人口の減少である。2011 年社会保障と

税の一体改革大綱１）で示された医療・介護機能の将来像では、医療機能の分化・強化

と効率化を推進するため、国立大学病院は高度急性期に特化した基幹病院として、その

役割機能が求められている。医療依存の高い患者も早期に国立大学病院から地域に密着

した病床での療養に転換することになる。医療ニーズの状態像により、医療（看護）・

介護の適切な機能分担をすることになるが、現状は大学間、地域間の機能的連携が不十

分である。また、看護部においても、地域や行政との連携が不十分なため、国立大学病

院の看護への期待を明確にできていない。 
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（２）地域医療の格差があり、地域貢献のための人材の有効活用が求められている 

 わが国は人口、戸数の激減と高齢化の進行で、農山漁村（離島を含む）の限界集落が

増加している。また、山村・離島では無医地区等の医療過疎の現状があり、高齢者が長

年暮らした地域で医療を受けることが困難になっている。今後 65 歳以上の高齢者人口

は、現在の 2567 万人から 2020 年頃までは増加し続ける。しかし、その後次第に増加度

合いを緩めながら、全国的に 2040 年の 3853 万人をピークとして高齢者人口は減少に転

じ、2050 年では、3764 万人になると推測されている２）。広域圏別の高齢者人口は、三

大都市圏は地方圏を上回るスピードで増加し、特に東京圏の高齢者人口は増加率、増加

数ともに際立つと予測され、今後は大都市圏の高齢者問題が大きな課題とされている。 

この高齢化に対応する看護職の就業状況は、2013 年約 149 万人である３）。2025 年の

看護職員必要数は 170～204 万人とも推測され、現行の養成計画では看護職員需給バラ

ンスは不均衡のままである。現状でも都市部に就業を希望する看護職が多く、へき地や

離島などの地域では看護職員の慢性的な不足が続いている。国立大学病院でも、医療チ

ームを派遣し出前研修を実践している施設もあるが、ごく一部に限定されている。各県

において医師・看護師が就業する施設は中心部に集中する傾向にあり、医師偏在により

地域医療は医療・看護の質の均てん化に至っていない。 

 また、周産期医療体制では、３次医療圏全体のベッド数が不足する状況もあり、ネッ

トワークの強化とハイリスク新生児のケア技術等について、地域の質向上のための看護

職育成プログラム、教育体制の整備が課題である。助産師の偏在と助産技術などの実践

能力向上のためには、国立大学病院と地域の病院との連携強化により助産師を出向させ

るシステムを推進し、助産実践能力強化と評価を行うことが重要である。 

 

（３）地域医療における連携やネットワーク化を推進する必要がある  

 医療の質の向上には IT による院内諸情報の収集・整理・分析・評価とその活用が重

要である。患者診療データのデータベース構築は、関連施設間との検討により進んでい

る。一方、看護においては、看看連携の必要性は認識されながらも IT による情報共有

が進んでいない。看護独自のシステム構築は困難であり、外部・内部の顧客の要求に対

応できる組織化により、職種・部署横断的なチームを作り関連情報を活用することが必

要である。最も重要なことは、地域において対象者の医療（看護）・介護がスムーズに

移行できる連携のためのデータベース化の構築である。また、地域住民に健康・疾患管

理に役立つ情報を提供するためには、看護部門からも情報発信していくことが求められ

る。地域連携推進のためにも看護・介護者が使える患者情報共有のためのネットワーク

及びデータベースの構築が望まれる。現状で運用されている脳卒中連携パス、がん診療

連携パスは、診療主体のパスであり、看護の介入が不十分な実態がある。そのため、パ

ス活用による看護の継続が困難な状況にある。 
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（４）地域医療提供体制への看護の関与が求められている 

医療法に基づく医療計画の中で、各都道府県で 5 年毎に保健医療計画が提出される。

5 疾病・5 事業の取り組みの中で、へき地の医療に係る指針が出されているが、国立大

学病院の看護職者が関わることはほとんどない。2025 年問題では国立大学病院は高度

急性期病院としての役割を担うことになり、患者を支えるためには、地域や行政との連

携が不可欠である。しかし、国立大学病院看護部と行政の看護職との接点が少なく、地

域医療連携に関する意見交換や協議を行っている施設は少ない。最後の砦といわれる国

立大学病院であるが、現状ではその関係性が希薄であり、地域全体の看護の質向上、地

域の人を支えるためのネットワークづくりの提案も必要である。 

 

（５）大学病院から地域に研修の講師派遣や地域の看護職の研修受入れができている 

国立大学病院看護部では地域からの要請により、認定看護師、専門看護師、看護管理

者等を講師として派遣している。また、地域から看護学生の実習受入、看護職の研修受

入、教育プログラムの公開、医療安全･感染管理のための地域とのカンファレンス等を

積極的に実施している。このことは教育機関として国立大学病院に求められる社会的責

任の一つであり、看護部が持つ優秀な人材を有効に活用し、地域の看護職との連携強化、

専門職に求められる知識・技術の共有を図り、地域の看護職の育成および看護の質向上

に貢献している。これらの地域貢献・社会貢献は、国立大学病院として今後も継続すべ

きである。 

 

（６）最後の砦として地域の重症患者や難病患者の受入れを担っている 

国立大学病院は、地域社会や国民が医療の「最後の砦」として大きく期待していると

ころであり、我々もその自覚をしている。また医療制度改革による影響は大きく、自治

体病院や民間病院の縮小等により、国立大学病院における高度な医療を期待する重篤な

患者や難病患者を受入れている。さらに患者の高齢化が進み合併症等を発症する可能性

が高く、医療依存度の高い患者が増加している。国立大学病院で働く看護職には、安全・

安心で質の高い看護の提供が期待される。その期待に応えるため、個々の看護職は専門

性の高い知識・技術の習得を目指しており、看護部ではそれを支援するために教育等の

環境整備を行っている。 

 

（７）地域の看護職不足に対応するため、大学病院と地域病院が連携した看護職の育成

と派遣に対する、体制の構築が必要である 

国立大学病院看護部は歴史的に各大学独自で必要な人材を、系統的に育成することに

熱心に取り組んできた。平成 21 年度（2009 年）文部科学省大学改革推進事業である「看

護師の人材養成システムの確立」の取り組みによりキャリア開発センターを設置し、人

材育成に成果を上げている国立大学病院もある。近年、学士・修士・博士を取得した看
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護職も増加している。また、2012 年の認定看護師は 10,878 名、専門看護師は 1,048 名

である４）。その中の認定看護師 596 名（5,5％）、専門看護師 97 名（9,3％）が国立大学

病院で勤務しており５）、専門性の高い知識・技術を基に看護を提供し、看護の質の向上

に取り組んでいる。 

 国立大学病院看護部間では人事交流システムが確立しており、相互に大学間の看護を

学ぶ機会がある。しかし、地域の病院と人事交流を実施している国立大学病院は数少な

い。地域との人事交流を推進するための課題は、派遣などに関する処遇や身分保障の問

題等がある。国立大学病院と地域の病院が連携して相互に看護職を育成するためには、

スムーズな人事交流ができる出向システムの構築等の体制整備が必要である。 

 

（８）災害時の地域とのネットワークが不十分であるため、大学病院の役割分担を明確

にしていく必要がある 

 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災を経験し、大規模災害に対する危機意識は高まり、

各施設における危機管理体制は整備されつつある。国立大学病院は災害時の受入れ拠点

病院としての役割があり、地域災害合同訓練や DMAT 訓練に参加している。看護におい

ても日本看護協会との連携で「災害支援ナース」を育成し、有事の際の対応に備えてい

る。しかし、大学病院と行政および地域全体の災害医療体制構築は不十分である。また、

各施設の規模や地域の役割に応じた看護の役割分担も不明確である。 

 

 

３） 課題 

 
前述の現状から、主な課題として以下の３点を挙げる 

1．地域医療ネットワークの構築とシームレスな医療（看護）・介護の提供 

2．地域のニーズを踏まえて地域で医療を支える看護職の育成 

3．地域医療や災害医療に関する看護の積極的参画 
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４）将来像（提言） 
 

 長期的視野に立った地域貢献・社会貢献のあるべき姿として、看護の視点が入った地

域ネットワークの構築と推進を図り、地域医療を支える看護職を育成し、地域における

看護の質向上を目指す。また、医療安全や感染対策、災害対策といった危機管理に積極

的に取り組むことを提言する。 

 

提言１：シームレスな医療（看護）・介護の提供体制構築への積極的参画   

 

①地域医療・看護の連携体制の構築 

 少子高齢化社会と疾病構造の変化に対応するために、長期的視野に立った新しい看護

体制を推進する。地域の疾病構造・人口構造の変化や医療財政等から判断される最適な

医療提供体制の中で国立大学病院看護部が役割を果たし、シームレスな医療（看護）・

介護の連携体制を構築する。例えば、国立大学病院を含めて、地域医療機関や訪問看護

ステーション・介護施設等との間で、対象者の医療（看護）・介護がスムーズに移行で

きるための看看連携ネットワークを構築する。現状で運用されている脳卒中連携パスや

がん診療連携パス等の地域連携パスに、看護の視点を補充し活用することにより、看護

の継続性を確保する。また、高度急性期医療へ対応した救急・災害看護体制構想にも、

専門分野の看護師育成と看護師派遣の両面で積極的に参画し支援する。 

  

②看護データ活用のためのシステム構築 

 メディカルICT の充実によってもたらされる医療提供体制の整備に積極的に参画し、

行政・地域医療機関と連携して、ICT（情報通信技術：Information and communication 

technology）を用い、看護情報のデータベース化を推進する。さらに自治体・関係施設

と連携してナーシングネットワークシステムを構築する。そのネットワークシステムを

活用し、看護情報の標準化と共有化により地域医療機関と密なる連携を図り、地域で必

要とされる看護を提供する。 

 

③人的リソースの活用推進 

看護の豊富な人的リソースを活用し、５疾病・５事業に対する取り組みを自治体・地

域医療機関と連携して、推進していく。そのために、例えば、自治体との意見交換や協

議ができる場の設定を提案する。また、国立大学病院から在宅医療・訪問看護への積極

的な支援体制を構築する。 
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提言２： 地域医療を支える看護職育成のための体制整備          

 

① 看護職育成のための体制の構築 

 社会保障と税の一体改革が目指す医療・介護機能再編（将来像）に向けて、診療報酬・

介護報酬の体系的見直しや、基盤整備のための一括的法整備が進められている。医療保

険サービスの利用者が、病気になっても住み慣れた地域での暮らしを継続できるような、

地域社会の整備が急がれている。このような体制の構築は、どれをとってみても、看護

の機能を強化させ、その機能を発揮することが期待されている。 

 今後は、地域全体で、患者の動きに合わせた看護の提供方法を新たに創造することが

求められている。そのために人的資源を最大限に活用する仕組みを構築する。それには、

地域・行政・国立大学病院が連携した看護職育成のための体制整備を構築することが重

要である。幸い、国立大学病院は看護職の人材育成に系統的に取り組み多くの実績も残

している。今後は、それらの実績をもとに行政と連携し、地域の実情にあわせた地域医

療連携ができる看護職育成のための体制を構築する。また、体制を構築するには、相互

の情報共有が必要であるためＩＴ化を推進する。 

 

② 看護職育成のための教育プログラムの開発と実践 

国立大学病院は、今後より一層高度急性期医療を果たす役割を担うことになる。平均

在院日数がさらに短縮化され、医療依存度が高い患者が地域で療養することが多くなる

状況が予測される。 

国立大学病院における看護職の退院調整機能のさらなる強化及び医療依存度の高い

患者の在宅療養支援の具現化に関すること、地域における看護職の看護実践力の維持向

上に関することを中心とした教育プログラムの開発が必要である。その際、国立大学病

院と地域、特に在宅療養を支援する施設（訪問看護ステーション等）において、連携し

て教育プログラムを開発・展開し、人事交流を図る。また、IT を活用した教材を開発

し、その活用を推進する。 

 

③ 地域との人事交流の推進 

認定看護師、専門看護師あるいは専門性の高い知識・技術をもつ看護職員について、

従前より行っている地域への講師派遣を積極的に進めるとともに、看護学生や看護職の

実習及び研修の受入れを国立大学病院の責務の一つと捉え推進する。さらに、国立大学

病院と地域病院が連携して看護職を育成するためには、スムーズな人事交流ができる出

向システムの構築が不可欠であり、そのための体制整備を図る。例えば、いくつかの国

立大学病院で実施されている地域の助産師不足に対応した、助産師を出向させるシステ

ムは、現在の勤務先の身分を持ちながら、他施設で助産業務を行うものである。出向中

の経験が人事評価に反映されるなど処遇面で不利益にならない措置が取られている。地
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域との看護師の人事交流システム構築では、まず地方自治体など相手先と顔の見える関

係を作り、対話の中からニーズを知る。さらに、双方が人材育成の視点で合意した上で

システムの構築を推進する。 

 

 

提言３：地域の危機管理への積極的参画                  

 

① 医療安全・感染対策に対するチームの一員としての活動推進 

 国立大学附属病院長会議では、常置委員会の下に協議会を設置し、看護職も当初より

チームの一員となって医療安全、感染対策に取り組み、一定の成果を挙げている。しか

し、これらの取り組みや成果は、必ずしも地域医療の現場や、地域の課題解決に十分還

元されているとは言えない。そこで、各大学病院看護部は医療安全・感染対策に対する

チームの一員として、医療安全・感染対策における地域の問題や課題解決に向けて、最

新の情報を発信し、看護職としてのリーダーシップを発揮する。 

 特に、医療安全・感染対策については、地域医療機関との相互チェックの体制も出来

つつある。これらのネットワークを強化し、大学病院間で実施しているサイトビジット

等の機能を有機的に活用できるよう、チームの一員としてさらに活動を推進することに

より、地域の医療の質向上に貢献する。 

 

②「災害に強い大学病院」の基盤づくりへの積極的参画 

 国立大学附属病院長会議では、国立大学病院全体での災害対策能力の底上げと標準化

の観点から、「国立大学附属病院災害対策相互訪問事業」の実施等、災害に強い国立大

学病院の体制構築を目指している。大規模災害の発生を想定して、被災した側、支援す

る側、双方の立場から災害対策の基盤づくりが必要である。 

 地域における大学病院の役割機能の発揮に向けて、先ずは、災害に備えるという観点

から、自病院の体制づくりが重要である。具体的には、病院職員の災害に対する意識づ

けや具体的な災害を想定したマニュアル等の整備と訓練を実施する必要がある。 

 また、自治体が計画する防災計画等に積極的に参画し、災害時の大学病院の役割を明

確にする必要がある。さらに、地域の防災訓練に参画するなどして、自治体や地域の医

療機関とのコミュニケーションやネットワークを構築する必要がある。 

 人材育成と活用においては、専門家集団としての大学病院の強みを生かし、DMAT や

災害支援ナース活動等に積極的に参画する。そのためには、災害支援の目的に応じて活

躍できる人材の養成とフェーズに応じた人材の派遣が可能となるよう、人材育成の取り

組みが重要となる。特に災害発生時に地域の中核病院としての役割や国立大学病院間で

相互支援ができるよう、災害に強い大学病院の基盤づくりへ積極的に参画する。 
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５．国際化 

 
グローバル社会と医療の国際標準化が進む中で、国立大学病院看護部の国際通用性の

向上に向けて、国際的な人材の育成や、外国人患者や研修生等にも自信を持って対応で

きる病院となるために国立大学病院看護部が直面する課題とその解決方策について提

言する。 

 
 
１）国立大学附属病院看護部のミッション 
 

● 国際医療人材の育成と活用 

● 海外の看護職との交流 

● 我が国の優れた看護を世界に発信 

 
 
２）現状 
 

（１）外国人患者への対応が求められている 

 法務省 2011 年度年報結果によると、外国人登録者数は 207 万 8,508 人で我が国総人

口の 1.63%を占めている１）。また、外国人入国者数は 713 万 5,407 人で、日本人の出国

者数は 1,699 万 4,200 人に達している２）。 

外国人居住者や入国外国人の中には医療施設を受診する者もおり、看護職はその患者

が使用する言語が十分に理解できていなくても、何らかの手段を用いてコミュニケーシ

ョンをとっている。しかし、英会話を例にとっても、自信をもって外国人患者に対応で

きる看護職は少ない３）４）。国立大学病院看護部が、語学力を有し異文化を理解すること

のできる看護職を確保した環境を整備することにより、今後増加が見込まれている外国

人患者が、安心して受診することができるようになる。そのためには、外国人患者に対

応できる人材の育成が必要である。また、多国籍の外国人に対応できるように、安全・

安心な療養環境を整備することも必要である。 

 

（２）基礎教育で国際看護を学び災害医療や発展途上国の看護支援に興味を持つ看護職

が増えている 

2007 年、保健師助産師看護師学校指導要領に、国際化に対応し得る能力の育成が加

えられた。それにより、昨今、国際看護に関する科目をカリキュラムに取り入れる看護

系大学・短期大学が増えてきた５）。その内容は教育機関に委ねられているが、基礎教育
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において、国際化に対応できる人材が育成されていくと期待できる。 

しかし、国際看護学を学んできた看護職が、海外において看護研修や開発途上国への

看護支援を希望しても、多くの国立大学病院看護部では体制が整備できていないのが現

状である。そのため、一旦退職して、青年海外協力隊をはじめ既存の組織を通じて海外

へ進出している状況がある６）。日本にはすでに国際看護交流がシステム化されている施

設もあれば、そうでない施設もある６）。今後は、いくつかの国立大学病院看護部が核と

なりネットワークを構築し、連携をはかりながら海外派遣システムを検討していく必要

がある。また、自大学との提携大学協定を活用して交流を深める等の体制整備を推進す

ることも方策のひとつである。 

これらのことを踏まえ、将来的には各大学で海外派遣を制度化することでグローバル

化に対応できる看護職を増やすことが可能となる。海外における研修や留学の機会を得

ることは、海外の看護や異文化を体験することができ、国際看護活動に必要な能力を身

に付けることにつながる。 

   
（３）外国の多様な文化や価値観に触れる機会の拡充が求められる 

どの国でもその国独自の文化や価値観が存在する。そのことを踏まえ、グローバル化

に対応し、国際看護を実践するにあたっては、日本の文化や価値観だけではなく多様な

文化や価値観を理解することが必要である。 

国立大学病院看護部においては、多様な文化や価値観に触れる機会は少ないと推測す

る。そのため、海外の看護や看護職を知る主なリソースは文献や、海外留学から帰国し

た教員という状況が考えられる。 

しかし、例え他学部であってもキャンパス内に外国人留学生がいる７）ということは、

交流の機会をつくることができる環境にある。看護部と他学部が交流する機会を増やし、

看護職と留学生のコミュニケーションを図ることで、多様な文化や価値観を理解するこ

とにつながり、国際的な視野や感覚の育成に役立つことも期待できる。 

 

（４）海外の看護に触れ、海外の看護職と交流することが求められる 

国立大学においては、海外の大学と大学間協定等を締結し、活発に海外との交流を図

っている。しかし、多くの国立大学病院看護部では、海外の看護職と交流する機会が少

ないのが現状である。海外の看護に触れ、看護職と交流することは、海外の看護の良い

刺激を受けるのみならず、日本の看護の素晴らしさを発信する機会にもなる。そのため

には、看護系の学部等との協働や先駆的な取り組みを実施している大学病院と連携する

ことも必要である。 
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（５）日本の看護の素晴らしさを世界へ発信するための萌芽期である 

日本は、世界の中でも類を見ない超高齢社会や大災害を経験している国である。超高

齢社会に対応する医療・保健・福祉の提供システムや大災害の経験から培った災害看護

等を世界に発信していく必要がある。また、日本には日本人が文化として培ってきた「気

づかい」があり、その文化を看護実践に活かしてきた日本の看護がある８）～10）。素晴ら

しさの言語化・可視化については、研究分野で述べた提言によって進展することをめざ

したい。日本の看護職が国際学会に参加し、海外文献を読み、更に、海外の看護実践を

理解し、優れた点を取り入れ、日本の看護に活かし発展させることが重要である。 

 

（６）国際化社会に対応できる語学力の向上および人材活用のしくみが求められている 

社会のグローバル化は加速度を増してきており、人々の活動範囲は国際的規模に拡大 

してきている。国際社会における国立大学病院看護部の果たすべき役割や存在感を示す

ためには、海外の看護事情を把握しながら、日本の看護を発展させ、海外へ発信し、外

国人患者に対応できるようになることが求められる。しかし、それらの実現に必要な語

学力のある医療人材の育成と活用が不十分な状況である。  

日本の看護系大学では、語学研修や医療施設見学を目的とした短期海外研修制度を有

する大学や語学授業を展開している大学もあり、語学研修を経験することで英会話に対

する苦手意識が軽減できたという報告もある 11）。国立大学病院看護部に、このような背

景を有する看護職が入職してくると、少なくとも日常英会話が可能な看護職が存在する

ことが推測できる。今後は、語学力を向上するためにもこのような人材を有効活用する

方策を講じる必要がある。 

同時に、現職員の語学研修を計画的に実施している国立大学病院もある。今後は、各

大学だけで取り組むのではなく、全国の国立大学病院との連携をはかるためのシステム

化に向け教育研修体制を整備することで、効果的な国際医療人材育成につながると考え

る。また、国立大学病院間や大学間協定を締結している海外の施設との連携をはかるこ

とも方策のひとつである。 

 
 
３）課題 
 
前述の現状から、主な課題として以下の 5 点を挙げる。 

１．グローバル社会における外国人患者への対応強化 

２．海外の大学との協定を活用した交流体制の整備 

３．海外研修や視察を盛んにするためのネットワーク構築 

４．日本の看護を発信するために国際学会へ参加 

５．語学研修体制の整備 
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４）将来像（提言） 

 
 前述の現状や課題を踏まえ、国際通用性の向上、国際的な人材の育成、外国人患者や

研修生等にも自信を持って対応できる病院となるために、国立大学看護部長会議のめざ

す国際化はまず、『看護実践』『教育』『研究』の対象や場、ネットワークを、自国から

世界へ拡大することと考え、このことを促進するための提言について述べる。 

 

提言１：海外との交流体制の整備                    

 

国立大学における外国人留学生の受入人数は年々増加傾向にあり、2009 年度は、13

万 2,720 人と報告されている。留学生数に対する医学系留学生の割合は、2006 年から

大きな変化はなく、全体の 2%程度で推移している。また、医療従事者の国際的人材交

流実績は、受入看護師は年間約 60 人、派遣看護師は約 35 人であった。留学生や研修生

を受け入れることは日本の看護体験を世界へ発信できると共に、相互の文化交流やコミ

ュニケーション力を高める機会となる。 

既に、講演会・看護研修・テレビ会議等を通し、国を超えたお互いの看護を磨き伝え

合う機会を活かし交流を図っている大学の取り組みがある。各大学で行う海外協定大学

連携に看護部も積極的に参画し、他国の文化や価値観を理解することが大切である。国

際的な視野や感覚を持つ看護職を育成するためには、交流体制を整備し、活発な交流が

今後さらに大切である。 

 

 

提言２：国際化を進める人材育成                  

 

2007 年、保健師助産師看護師学校指導要領に、国際化に対応し得る能力の育成が加

えられた。それにより、昨今、国際看護に関する科目をカリキュラムに取り入れる看護

系大学・短期大学が増えてきた。その内容は教育機関に委ねられているが、基礎教育に

おいて、広い視野に基づき、看護師として諸外国との協力を考え、国際社会に対応でき

る人材育成が期待されている。しかし、国際看護学を学んだ学生が、看護職として就職

してからも、継続して学びを深められないのが実情である。各大学の看護系学部学科等

と対応し、体制を整え、語学研修や海外看護研修、海外留学を積極的に取り組み、海外

の看護や多様な文化を体験し、国際看護活動に必要な能力を身に付けることが重要であ

る。まずは、語学力を高める教育システムを構築し、大学病院として海外派遣等を制度

化し、グローバル化に対応できる看護専門職を育成することが必要である。 
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提言３：日本の看護の世界への発信 

 

社会のグローバル化は加速度を増しており、人々の活動範囲は国際的規模に拡大して

いる。国際社会における国立大学病院看護部の果たす役割や存在を示すためには、海外

の看護実情を知り、優れた点を取り入れ、日本の看護に活かし発展させ発信することが

重要である。 

日本には、人をもてなす「気づかい」の文化があり、看護実践の基本的姿勢として大

切に活かされている。その日本らしさを持つ看護職が、国内外で看護を提供することに

より、日本の看護を世界に示すことができる。また、日本は、世界に前例のない速さで

高齢化が進み、世界最高水準の高齢化率となり、どの国もこれまで経験したことのない

超高齢社会を迎えた国である。超高齢社会に対応する医療・保健・福祉の提供システム

を海外へ発信することが大切である。 

また、日本というフィールドから世界を見据え、過去に多くの犠牲者を出した大災害

の教訓を、世界の災害支援や発展途上国の看護支援に活かすことが、私達看護職の役割

であると考える。国際学会は、これらの多くを日本の看護として世界に発信し、他国の

先進的な取り組みを学ぶ機会となる。 
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６．運営 

 
「運営」は看護実践、教育、研究、社会貢献、国際化の 5 領域のミッションを達成す

るための基盤となるもので、全ての領域と関わる。その「運営」において国立大学附属

病院看護部が直面する課題とその解決策について提言する。 

 
 

１） 国立大学病院看護部の「運営」のミッション 

 

●各分野のミッションの達成 

●連携やネットワークの促進 

●経営基盤やシステムの強化 

●国民の医療を守るための体制づくり 

●働き続けられる体制の強化 

 
 
３） 現状 

                       
（１）国立大学病院が使命を果たし続けるための人材確保が必要である 

国立大学病院は法人化以降、各大学の努力で看護職を増員し、特に 2006 年以降は看

護部長会議全体の課題として看護職の確保・育成に取り組んだ。その結果、2006 年時

点では、42 国立大学全 45 病院のうち歯学部附属および研究所附属病院を除く 42 国立

大学病院（以下、42 国立大学病院）で合計 21,189 名（常勤換算 20,979 名）、１大学平

均 504.5 名（常勤換算 499.5 名）であった看護職が 1)、2013 年には合計 31,618 名（常

勤換算 31,270.1 名）、平均 752.8 名（常勤換算 744.5 名）にまで増員することができた

2)。しかし、「社会保障・税一体改革大綱」3)「社会保障制度改革国民会議報告書」4)に

おいて、今後わが国は病院･病床機能の分化と連携をさらに推進し、高度急性期へ人的・

物的資源を集中投入する方向性が示されている。大学病院は今以上に看護人材を確保し、

高度急性期医療に対応しなければならない。また、国立大学病院は、教育・研究機関と

して医療職・専門職の育成や臨床研究への対応 5)、看護研究の推進、国際化への対応が

期待され、いっそうの地域貢献や社会貢献も求められている。看護職を配置し、これら

を推進する体制を整えていく必要がある。 

少子高齢化により就労人口が減少し、長期的に看護職の需要数が供給数を上回る見通

しの中で 6)、国立大学病院が使命を果たし続けるためには、看護職を質・量ともに確保

することが重要な課題である。 
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（２）看護職がキャリアを重ねながら健康に働き続けられる環境を整える必要がある 

前項で述べたような高度急性期医療・先進医療や専門職教育、臨床研究や看護研究の

推進、地域･社会貢献、国際化への対応といった領域で役割を果たせる看護職を育成す

るには、数年の教育期間が必要であり、国立大学病院の看護職の定着を図り、長期的に

看護職を育成できる環境を整える必要がある。 

看護職は交代制で 24 時間、多くの業務と重い責任を背負いながら看護サービスを提

供することが求められるため、2013 年も全国で 11.0%の看護職が退職しており 7)、主な

退職理由として、結婚・出産・育児など私生活との両立の困難や、超過勤務が多いこと、

人手不足で仕事がきついこと、賃金が安いこと、思うように休暇がとれないこと、夜勤

がつらいこと等が挙げられている 8)9)10)。厚生労働省は「国民が将来にわたり質の高い

医療サービスを受けるためには、医療分野の勤務環境の改善により、医療に携わる人材

の定着・育成を図ることが必要不可欠」11)とし、2010 年に看護師等の「雇用の質」の向

上に関する省内プロジェクトチームを設置した。その報告書 12)では、看護職が夜勤を含

む交代制勤務や超過勤務など厳しい勤務環境に置かれている者が多く、勤務環境・労働

時間の改善、短時間正規雇用の導入や出退勤時間の柔軟化、夜勤を伴わない就業区分の

導入など個人の置かれた状況に応じた多様な働き方を支える制度整備などが必要だと

指摘されている。また、多様な働き方の導入に当たっては、これらの制度を利用しない

者の負担増にならないよう、必要な人員の確保にも留意する必要があると指摘している。

日本看護協会・各都道府県看護協会もワーク・ライフ・バランス（WLB）推進を重点事

業とし、多くの医療施設が看護職を増員しながら多様な働き方を可能とする人事労務制

度の構築に取り組んでいる。 

国立大学病院は、看護職の増員による労働環境の改善や教育体制の充実、育児休業や

短時間休暇制度などの育児支援制度の整備など看護職の確保･定着に取り組み、42 国立

大学病院の退職率及び新人離職率は、2006 年度にはそれぞれ 12.2%、8.6％であったと

ころ 1)、2012 年度には平均 8.9%、平均 6.2%にまで低下させることができた 2)。育児と

仕事を両立する看護職も増加し、2012 年度には育児短時間勤務制度取得者が 42 国立大

学病院合計で 498 名（平均 11.9 名）、育児時間取得者が合計 220 名（平均 5.2 名）にま

で増えている 2)。しかし、育児短時間勤務制度による常勤換算減は合計 137.4 名分（平

均 3.3 名分）2)となるなど、日勤のみ勤務者が増加する中で、それ以外の看護職が育児

休業復帰者の再教育を担い、短時間勤務者の業務をカバーしながら、頻回の夜勤を命じ

られている状況がある。全ての看護職の健康を守り WLB を推進するには、育児との両立

を支援する制度の構築と同時に、十分な人員の確保や夜勤専従看護職の採用など柔軟な

人事労務制度の導入が必要である。 

また、専門職としてステップアップするための進学や留学、海外での医療活動に従事

するために退職する看護職も少なくない。向上意欲や就労意欲をもつ人材が退職せずに

進学・留学・海外医療活動ができるような人事制度の検討が必要である。 
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（３）看護職の役割に応じた処遇を整える必要がある 

大学病院の看護職は、24 時間体制で交代勤務をしながら、高度急性期医療・先進医

療に対応するため、常に新しい専門的知識・技術を学ぶ必要があり、教育や研究にも従

事する必要がある。一定期間の臨床経験を経た上で大学院や指定された教育機関で学び、

専門看護師・認定看護師などの資格を取得し組織横断的に活動する看護職も増えており、

学生指導や看護職教育など教育的役割を担う看護職、リーダー業務や質保証など重要な

役割を担う看護職もいる。看護職の増員により、看護職に占める看護師長の割合は、2006

年には平均 5.4%であったが 1)、2013 年には平均 4.3%に下がっている 2)。看護師長は 20

名から数十名の部下を持ち、人事労務管理、人材育成、目標管理を行い、病床管理、業

務管理、質管理、物品管理、情報管理など管理的役割を担っている。しかし、看護職は

医療技術職員であり、教員とは給与体系が異なるため、看護系教員に比べて給与面で大

きく劣っており、専門性の高さや責任の大きさに見合った給与を得ていないと感じてい

る看護職は少なくない。大学卒の看護職が平均 43.9%、大学院卒の看護職が平均 2.3%

と増える中 2)、多くの優秀な看護職が大学教員へ転身する一方、大学から臨床へ異動す

る看護職は限られる。優秀な看護職を確保するために、また、大学教員との人事交流を

活性化するために、看護職の給与体系の見直しが必要である。 

さらに、高度急性期医療に対応するため、各大学とも一般病棟の 7対 1看護職配置に

加えて、ICU・救命救急センター等の増床、手術室増室に取り組んでおり、それに伴い

承継外職員が増えている。2013 年の調査 13)では、新卒看護職を任期付で採用している

のは 42 国立大学中 14 大学（33.3%）で、任期満了で引き続き雇用ができなかった大学

もあった。前述したとおり看護職の育成には時間がかかり、ようやく知識・技術を身に

つけた看護職が任期のために雇用を継続できないことは大きな損失である。優秀な看護

職を安定して確保するために、承継外職員の任期・処遇の問題を解決する必要がある。 
 

（４）専門職としての裁量をより発揮できる環境が必要である 

2010 年日本医療労働組合連合会「看護職員の労働実態調査」10)では、「思うような看

護ができず仕事の達成感がないこと」も退職理由の第 5位（3つ選択で 30.5%）に挙げ

られている。「新たな看護のあり方に関する検討会報告書」14)では、看護基礎教育では、

患者の生活の質を向上させるための療養上の世話に関する判断と実践がカリキュラム

の大半を占め、重点的に教育しているにもかかわらず、医療現場においては、必ずしも

看護職の判断を生かした適切なケアが行われているとは言えない状況にあり、特に、病

院内では、診療の補助のみならず、療養上の世話についても、看護師の側から医師の指

示を求めているという状況もあると指摘している。そのことについて、同報告書は「法

律や医師による要請があるというわけではなく、むしろ、単なる慣習として行われてい

たり、看護師等の役割や責任についての認識の不足など様々な背景があると考えられる」
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としている。このような状態が、病院で働く看護職の失望につながる可能性も否定でき

ない。 

同報告書では、患者のニーズに応じて、よりよい医療・看護サービスを提供していく

ためには、看護職を含む医療職が、それぞれの専門性を十分に発揮しながら、相互の信

頼関係の下に密接に連携することが重要だとし、看護職には、療養生活支援の専門家と

してその知識・技能を高め、的確な看護判断を行い、適切な看護技術を提供すること、

患者の自己回復力を引き出し支える働きかけや合併症等を予防するためのかかわりを

強化すること、治療方針を踏まえて療養上の世話を行う際に医師の意見を求めるべきか

どうかについて適切に判断できる能力を習得すること、患者・家族と十分にコミュニケ

ーションをとり、わかりやすく丁寧に説明するとともに、患者・家族が自らの意向を伝

えることができるよう支援し、ときには代わって伝える役割を担うなど患者・家族が医

療を理解しよりよい選択ができるよう支援すること、などの役割が期待されるとしてい

る。 

国立大学病院は、看護職数は全国の 2.9%に過ぎないが、専門看護師の 9.3%、認定看

護師の 5.5%が所属しているなど、他の病院に比べて高い専門性を持つ看護職の比率が

高い 2)。日々の看護実践においても、そして、看護専門外来、退院支援、入院支援、患

者相談、その他さまざまな多職種チームにおいて、看護職が専門職としての能力を発揮

することで、患者に質の高いサービスを提供し、患者アウトカムに貢献することを示し

てきている。さらに、これらの期待に応え、看護職が医療チームの中で自律して専門職

として能力を発揮する機会を拡大できるよう検討する必要がある。 

 
（５）看護職のさらなる役割拡大に伴い、相対的医行為の拡大が求められている 

医師法は「医師でなければ医業をなしてはならない」と規定し、医師でない者の医行

為を禁止している。一方、保健師助産師看護師法では、医師の指示があれば、看護職が

診療器械の使用、医薬品の授与、その他の医療行為を行うことを許容している。超高齢

社会の到来により急速に増大する医療ニーズに対応するため、厚生労働省はチーム医療

推進会議を設置し、チーム医療推進のための看護業務検討ワーキンググループで看護職

の業務や役割の見直しを検討し、2014 年 6 月には保健師助産師看護師法が一部改正さ

れ、「特定行為に係る看護師の研修制度」が法制化された。この改正で、「特定行為（診

療の補助であって、看護師が手順書により行う場合には高度かつ専門的な知識及び技能

等が特に必要な行為として厚生労働省令で定めるものをいう。）を手順書により行う看

護師は、厚生労働大臣が指定する研修機関において、一定の基準に適合する研修を受け

なければならないものとする」とされ、指定の研修を受けた看護職は、医師または歯科

医師の包括的指示の下で、特定行為を実施できることになった。この制度は、高度な臨

床実践能力を持つ看護職が、看護を基盤として幅広い医行為を含む看護業務を提供する

ことで、より患者の生活に合わせた医療の提供が可能となる新たな枠組みとして期待さ
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れている。大学病院のように重篤で状態が不安定な患者が多い病院では、腹腔・胸腔等

のドレーン抜去や胃瘻・気管カニュレ等のチューブ交換、降圧剤等の調整、脱水の判断

と補正など、技術的難易度あるいは判断の難易度が高い相対的医行為を看護職が行うリ

スクは一般病院に比べて高く、医療安全の確保は重要な課題である。 

 
（６）看護部の情報量・機動力・組織力の発揮を期待されている 

2013 年 6 月時点での 42 国立大学病院の平均看護職員数は 744.5 人である 2)。看護職

は病院内のあらゆる場所に配置され、看護部長の指揮命令系統のもと組織化されている。

24 時間継続した勤務体制をもち、院内で発生している事象や患者のニーズに関して圧

倒的な情報量を有している。また、看護職の採用や認定看護師・専門看護師等の養成、

配置は、入院基本料や入院基本料等加算、特定入院料、医学管理料等、診療報酬に直結

しており、病院経営に大きく影響する。 

看護部長は、歯学部附属および研究所附属病院を含む全 45 国立大学病院のうち副病

院長への任命が 27 名、病院長補佐への任命が 6 名であるなど 13)、病院の執行部として

意思決定に参画している。わが国の医療政策の動向、及び大学病院に求められている役

割・機能を理解した上で、なおいっそう戦略的に看護部を運営すること、看護部が有す

る情報を生かし、病院執行部の意思決定に反映させることが、病院経営を支える上で重

要となる。 
 
（７）看護の視点・倫理観などをあらゆる段階の意思決定に反映することが期待されて

いる 

日本看護協会は看護の定義の中で、看護の特質として、「看護職は、保健医療福祉の

他の職種と比べ、24 時間を通して、患者に最も身近にかかわることのできる専門職で

あると言える。このように対象者の身近にあり、関心を寄せかかわることにより、看護

職は気がかり、苦痛や苦悩等の対象者のニーズに気づき、人間的な配慮と尊厳を守る個

別性のある看護を行うことができる」15)と述べている。現段階では、医療政策から病院

内、あるいは個々の患者の治療まで、その意思決定プロセスにおいて看護職の立場から

の意見反映の機会が少ない。全人的な医療が求められる中、生活者の視点を持ち、患者

の身近で患者の立場やニーズを理解している看護職の意見や提案が反映される仕組み

づくりや取り組みが一層求められる。 

 
（８）臨床と教育・研究の一層の連携が期待される 

文部科学省において、2009 年に「看護職キャリアシステム構築プラン」、2010 年よ

り「看護師の人材養成システムの確立」の事業が開始されたが、これは、大学病院看護

部と自大学看護学部・看護学科等が連携して体系的な臨床研修方法や体制等を開発し、

臨床の看護職及び基礎教育課程への教育レベルを向上させることによって、効率的・継
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続的な専門能力の習得と向上を図り、国内の安心・安全な看護提供体制を構築すること

を目的としていた。国立大学からも 9 大学が採択され、これらの事業にも後押しされ、

また、各大学の努力により、看護部と自大学看護学部・看護学科等との連携が進んでお

り、看護部職員と看護学教員の合同会議の開催、相互の研修講師派遣、人事交流を行う

大学が増えつつある。看護教員が臨床に入ることは、新しいエビデンスに基づき刻々と

変化する医療現場の技術や手順・課題を知る機会、研究のシーズを発見する機会となり

うる。また、臨床にとっても、看護実践や研究、教育力を高める有効な手段となる。臨

床と教育・研究の双方が意図的に交流し、お互いの能力や資源を生かすことは重要であ

る。米国では、看護サービスと看護教育の分離に対する危機感から、看護サービス、教

育、研究の責任を一つの管理組織に所属させるユニフィケーションモデルが提唱され、

1970 年代に米国のいくつかの大学で取り入れられた 16)。看護実践・教育・研究の有機

的一体化によって、各々の領域が発展し、患者によりよいサービスを提供し、学生の学

習ニードをみたし、看護サービスや教育活動の基盤となる知識体系を確立できるといっ

た成果がもたらされる 17)。わが国でも、いずれは臨床と教育・研究が統合した組織とし

て位置づけられる方向へ進むことが期待されるが、まずは、より一層の連携と交流を進

め、それぞれの領域のさらなる発展が期待される。2013 年には臨床教授に任命されて

いる看護部長が 24 名と少しずつ増えてきてはいるが 13)、処遇の違いにより人事交流の

推進が難しい現実もあり、この課題の解決も望まれる。 

 
（９）学外とのネットワークを積極的に構築・活用していく必要がある 

国立大学病院がよりよい医療の提供、教育、研究を行うためには、院内・学内はもち

ろん、学外との多様なネットワークを構築することが必要である。国立大学病院間での

人事交流や、各地区の看護部長会議での課題の取り組み、個別の大学間の連携など、国

立大学病院間のネットワークを活かした活動がなされているが、国立大学病院全体のネ

ットワークを十分に活かしているとはいえない。一部大学では既に実施されているが、

地域の他施設や都道府県看護協会との連携構築も、さらなる発展の余地がある。また、

ナーシング・スキル日本版の監修や点滴台やパソコンワゴンの開発などで既に行われて

いるが、国立大学病院が企業と連携することで、新しい看護知識・技術の普及やイノベ

ーションに貢献できる可能性がある。さらに、国際化が重要な課題となる中で、諸外国

の大学・病院との交流、国際学会での活動等を推進していく必要がある。 

 

（１０）国立大学病院の看護が担う役割や活動、成果について社会へ広報・説明してい

く必要がある 

諸外国においては、看護職の配置数や教育歴が合併症や死亡率など患者アウトカムと

関連することが報告され、根拠に基づいた的確な看護技術、セルフケア能力を高める患

者教育を行うことで合併症予防や回復促進が図られることも報告されている。しかし、
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わが国では、看護のアウトカムデータの収集が遅れており、積極的に看護の役割が発信

できていない。また、大学病院は県内や他施設への人材輩出や他施設の看護職の教育を

担い、地域の看護全体の質向上に寄与しているが、このような役割について広報が不足

している。大学病院の看護が担う役割や成果について広く国民に知ってもらい、質の高

い看護の提供、院内外の看護職・看護学生の教育、及び看護研究を可能とする体制づく

りの必要性について国民の理解と合意を得ることも重要である。 

今後は大学病院としての看護の成果を可視化しデータを集積し情報公開すること、看

護職の教育や技術開発、企業との共同開発、知的財産等について広報していくことが必

要である。 

また、国立大学病院看護部長会議では、看護教育・継続教育、看護職の処遇、看護の

質評価指標、診療報酬、労働環境等について継続して調査・検討を行ってきたが、その

成果物を有効利用できる形式にまとめて発信したり、文部科学省、厚生労働省、日本看

護協会、日本看護連盟、関係団体などへ政策提言するまでには至っていなかった。 

国民の医療や看護職の生活を守るために、国立大学病院看護部長会議として、病院長

会議と連携して要望や政策提言を行っていく必要がある。 
 
 

３） 課題 

 

前述の現状から、主な課題として以下の 5 点を挙げる。 

１．国立大学病院としての使命を果たすために必要な人材の確保・育成 

２．看護職が最大限に専門性を発揮できる体制の構築 

３．臨床と教育・研究のユニフィケーションを進める体制の構築 

４．多様なネットワークの構築・推進 

５．国立大学病院における看護の活動・成果の発信 
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４） 将来像（提言） 

 

国立大学病院看護部が「教育」「看護実践」「研究」「国際化」「地域貢献・社会貢献」

の各分野でミッションを果たし、国立大学病院看護部のあるべき姿（将来像）を実現す

るために必要な病院運営・看護部運営のあり方について提言する。 

 
提言１：国立大学病院としての使命を果たすために必要な人材の確保・育成 

 
① 必要な人員・ポストの確保 

国立大学病院看護部が「教育」「看護実践」「研究」「国際化」「地域貢献・社会貢献」

の各分野でミッションを果たし、「国立大学附属病院の今後のあるべき姿」の実現に貢

献するためには、高度急性期医療を担うために必要な看護職の配置に加えて、教育、研

究、管理など基盤部門の強化が求められる。今後、新たな医療ニーズに対応する新領域

や新部門の開設も考えられ、それぞれに必要な人員を配置し、また、それを管理する管

理者も併せて配置していく必要がある。 

 
② 非承継職員の処遇改善 

看護職の増員は病院独自財源により行わざるを得ないが、安全で良質な医療を安定し

て提供するためには、病院雇用職員（非承継職員）を承継職員と同等の処遇として、長

期に雇用できる環境を整え、安心して職務に従事しキャリア開発ができる体制を整える

必要がある。 

 
③ 働き続けられる環境づくり 

看護職が心身の健康を保ち、仕事に対する意欲をもって、長期にわたって継続して働

くためには、育児や介護との両立支援はもちろん、全ての看護職のワーク・ライフ・バ

ランスを推進する必要がある。まずは、その基盤として、全ての看護職の労働時間や夜

勤回数を適正に保つことができるだけの人員確保が必要である。また、これまでの勤務

体制にとらわれない交替勤務のあり方を検討し実現することや、病児保育・病後児保育

を含めた院内保育体制施設の充実を図ることが求められている。さらに役割を担ってい

る看護職については、責任の大きさや業務の困難さに見合った処遇が求められる。また、

キャリアデザインやその形成を支援するために、退職せずに大学院への進学や海外留学、

海外医療活動、他施設への出向などの経験を可能とする休職制度・人事制度の導入・拡

充や、奨学金制度の創設が求められる。 
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④ 新人研修を円滑に実施する体制･環境づくり 

国立大学病院は新卒看護職を採用し教育した上で地域に輩出する役割も担っている。

教育責任者、複数の教育専任者を配置して体系的な教育プログラムを提供し、各部署で

も教育担当者、実施指導者が中心となって時間と労力をかけて教育をしている。研修期

間が保証されている医師・歯科医師と異なり、看護職は研修期間が保証されていない。

今後とも継続して円滑に新卒看護職の研修を提供するための体制づくり、環境整備が求

められる。 

 
 

提言２：看護職が最大限に専門性を発揮できる体制の構築 

 
① チーム医療のキーパーソンとして看護職の裁量を最大限に発揮する仕組みづくり 

「新たな看護のあり方に関する検討会報告書（平成 15 年/2003 年 3 月 24 日）」でも、

看護基礎教育では、患者の生活の質を向上させるための療養上の世話に関する判断と実

践がカリキュラムの大半を占め、重点的に教育しているにもかかわらず、医療現場にお

いては、必ずしも看護職の判断を生かした適切なケアが行われているとは言えない状況

にあると指摘されている。看護職が最先端医療を担うチーム医療のキーパーソンとして

役割を果たすために、看護職の裁量を最大限に発揮し、自律できる環境の整備を進める

必要がある。また、看護の専門性の一つには、生活者としての視点をもち、人間的な配

慮と尊厳を守ることがあり、さまざまな意思決定プロセスにおいて看護職の意見や提案

が反映される仕組みづくりや取り組みを進める必要がある。 

 
② 組織の意思決定への積極的な参画 

看護部の情報量・機動力・組織力を生かすために、なおいっそう戦略的に看護部を運

営すること、看護部が有する情報を生かし病院執行部の意思決定に反映させることが求

められる。そのためにも、副病院長、病院長補佐、委員長など権限あるポジションに就

き、組織横断的に裁量を発揮できる環境を整える必要がある。 

 

 

提言３：臨床と教育・研究のユニフィケーションを進める体制の構築 

 
① 院内に連携センター、及び、看護部と学部・学科を併任するポジションの設置 

大学では、教員であり研究者であり臨床家でもある医師が、臨床に従事しながら医学

生を教育し研究を行っているのに対して、看護職は、臨床とは離れた場所で教員が教育

と研究を行い、看護実践は臨床の看護職に委ねられている状況にある。大学病院である
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ことの強みを生かし、看護部と看護学部・看護学科が相互に発展するには、相互連携や

共同により、基礎教育及び継続教育双方のレベルの向上、専門性の高い良質な看護の提

供、臨床研究の推進をよりいっそう図っていく必要がある。そのためにも、病院内に病

院看護職と看護系教員が共同して活動する場（教育研究実践連携センター（仮称））を

開設し、看護部と看護学部・看護学科の両方を併任するポジションを設置することが望

まれる。 

 
②  看護部と学部・学科間の人事交流を推進する仕組みづくり 

看護部と看護学部・看護学科の連携や共同による活動を推進するには、問題意識を共

有し、看護実践にも教育・研究にも精通した核となる人材が求められる。病院看護職と

看護系教員の相互の人事異動を活発に行うことでこのような人材が育つことが期待さ

れるが、現状では「教員」と「技術職員」の給与体系が異なるため、教員が臨床に技術

職員として異動した場合、給与が下がる問題がある。人事異動を推進するには、教員が

病院に異動し技術職員となった場合に減額される給与を補てんする仕組みなど何らか

の処遇改善が必要である。 

 
③ 臨床と教育・研究との連携強化 

ユニフィケーションの推進には、相互理解や信頼関係の構築、コミュニケーションの

促進が必要だといわれている。病院看護職と看護系教員が相互に自らの持つ知識や技術

を提供し、双方ともに発展していくためには、すでに一部の大学では試みられているが、

看護基礎教育への看護職の参加、看護継続教育への教員の参加、看護外来や多職種医療

チームへの教員の参加、看護職と教員の共同研究、合同会議の開催といった日常的な交

流を一層活発に行う必要がある。 

 
 

提言４：多様なネットワークの構築・推進 

 

① 国立大学病院の拠点整備とネットワークの強化 

「教育」「看護実践」「研究」「国際化」「地域貢献・社会貢献」の各分野の目的を達成

するためには、各国立大学病院が持つ特徴や優位点を活かし、相互に支援し合う体制を

構築することが求められる。共通データベースの構築・活用や、看護実践や教育・評価

制度の共通化・標準化、人事交流の推進、施設・機器の相互利用、共同研究や共同開発

など、推進拠点を置き、国立大学病院間のネットワークを活かして戦略的に活動を展開

することで、格段に成果が高まることが期待される。 
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② 地域や海外との連携の推進 

国立大学病院は各地域の医療、専門職育成、災害時体制などで重要な役割を担ってお

り、地域の課題に応じて行政や自治体、さまざまな施設と緊密に連携し、当該地域や社

会に貢献することが国民から期待されている。一方で、国際標準の医療・看護を推進す

るには、看護職が海外で研修・研究する機会、海外の医療機関から看護職の研修を受け

入れる機会を増やすことが大切である。海外医療機関との協定など相互派遣システムや

海外拠点の設置など、海外との交流を推進することが望まれる。 

 
③ 産学連携の推進 

「教育」「看護実践」「研究」「国際化」「地域貢献・社会貢献」の各分野の取り組みや

イノベーションを推進するためにも、寄付講座や共同研究などさまざまなかたちで企業

等と連携し、製品開発や新領域の研究に取り組むことが期待される。また、看護部が有

する知財を適切に取り扱い、社会に成果として還元するためにも、企業や大学の知財管

理部門の協力を得ながら、知財の保護、商品化、製品化、システム開発、出版、セミナ

ー開催などの活動を拡大することが望まれる。 

 
④ 諸団体とのネットワークの構築・活用 

国立大学病院発のイノベーションを進めるためにも、国立大学病院が核となって我が

国の看護の標準化を推し進めるためにも、また、国立大学病院看護部が新たな活動を展

開するためにも、国立大学保健医療学系代表者協議会看護学分科会との交流を推進し、

看護系学会等社会保険連合、日本看護系大学協議会（JANPU）、日本看護系学会協議会

（JANA）、各種学術団体や日本看護協会、都道府県看護協会、その他の諸団体とも緊密

に連絡を取り合い、連携することが望まれる。 

 

 

提言５：国立大学病院における看護の活動・成果の発信 

 
① 各病院からの積極的な発信 

国立大学病院及び看護が果たしている役割やその成果について、国民や社会に広く発

信し理解を得ることは、国立大学病院及び看護の持続的な発展のために極めて重要であ

り、各国立大学病院が積極的に発信することが求められる。特に、各国立大学病院が取

り組んでいる先進医療や特徴的な看護実践、新しい活動を積極的に発信することで、そ

の分野を学びたいと思っている他施設の看護職に見学や研修機会を提供することが期

待される。また、国立大学病院が培ってきた看護実践や質保証の仕組み、教育評価制度、

管理体制などの情報やノウハウを発信し、地域や社会に提供することは、我が国の医

74



 

療・看護の質の向上につながることも期待される。 

 
② 組織・ネットワークからの発信の強化 

各国立大学病院からの発信に加えて、さまざまな組織やネットワークからも国立大学

病院看護部としての取り組みや成果、看護の役割、社会貢献等について国内外へ広く発

信することが期待される。 
 

③ 海外への発信 

各国立大学病院あるいは組織やネットワークから発信する際は、我が国の看護実践や

イノベーション、研究成果を積極的に英語で発信し、我が国の看護の国際的評価を高め

るとともに、国際標準の構築に貢献していくことが求められる。我が国は世界に前例の

ない速さで高齢化が進み超高齢社会を迎えた国であり、地震など災害が多い国でもある。

これらについて、我が国の医療・保健・福祉システムとその中での看護の役割や実践を

海外に向けて発信することは、海外の期待に応えることでもある。 
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おわりに 

 

 

本看護部長会議では、「国立大学附属病院の今後のあるべき姿を求めて～その課題と展

望～」（以下、「課題と展望」）の方針を踏まえ、看護部長会議全体でめざす姿を明確に

し、その姿に向かって進むことが、国立大学病院の医療や看護ひいては日本の医療や看

護の発展に寄与することと考え、看護部の立場から「国立大学附属病院の今後のあるべ

き姿を求めて～その課題と展望～（看護部編）」（以下、「あるべき姿」）を検討してきた。 

「課題と展望」では、「教育」「診療」「研究」にとどまらず、「国際化」や「地域貢献・

社会貢献」「運営」についても提言が述べられ、すでにその実現化計画が始まっている。本

会議も、国立大学病院の目標実現のために協力し、力を尽くして取り組む所存である。 

一方、本会議の「あるべき姿」の検討においては、これまで「看護実践」「教育」「研究」

が必ずしも連携・連動して発展してこなかったという点が、どの分野にも共通する課題と

して考えられた。患者に提供する看護実践をよりよくするために、また、進歩する医療

を受ける患者に適時適切な看護を提供し続けるためには、看護実践の評価・改善、開発

とともに、それらをなしうる看護職の育成が必要である。 

国立大学病院看護部の強みは、同じ大学内に看護や保健医療学系の学部・学科、大学

院があり、教育や研究を専門とする看護職とともに課題に取り組める環境があることで

ある。この強みを活かすことが、国立大学病院の看護部に求められるミッションを達成

するためのアクションに繋がるのではないかと考える。 

この「あるべき姿」に提示している提言をどのように実現化していくかは、今後さらに

検討が必要である。本提言は将来像を考えて作成したものではあるが、今後の医療情勢

や社会情勢によって、行動計画など柔軟に見直し対応していかなければならないもので

ある。また、国立大学病院の看護部の立場から検討したものであり、別のさまざまな立

場の方々の視点から、ご指摘頂く課題や提言も多々あると思われる。ご意見やご指摘を

頂き、関係の方々とのさらなる連携によって建設的な実現計画を立案し、看護の対象と

なる方々、ともに看護に携わる方々、そして社会への還元・貢献となるよう、実行に移

していきたい。 

最後に、この「あるべき姿」を作成するにあたって、ご協力くださった関係の皆様に

心から感謝申し上げ、おわりの挨拶としたい。 

 

 

                          平成 26 年 12 月         

国立大学病院看護部長会議 
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Ⅰ-１ 大学病院の機能

○ 医師及び歯科医師の養成を行う大学医学部及び歯学部の教育研究に必要な施設として設置
されている病院（大学設置基準第３９条）。

○ 高度な医療の提供、高度な医療技術の開発・評価、研修の実践にあたる「特定機能病院」に
承認されている病院（医療法第４条の２）。《本院７９病院のみ》

区 分 大学数
うち医系病院を置く

大学数

国立大学 ８６ ４２（48.8％）

公立大学 ９０ ８（ 8.9％）

私立大学 ６０６ ２９（ 4.8％）

計 ７８２ ７９（10.1％）

（１）大学病院とは

研 究

（２）大学病院の特徴

診 療

（参考１）大学病院を持つ大学の割合
（参考３）特定機能病院について

○医療法第４条の２（抜粋）
・高度の医療を提供する能力を有すること。
・高度の医療技術の開発及び評価を行う能

力を有すること。
・高度の医療に関する研修を行わせる能力

を有すること。 など

国立大学病院

公立大学病院

私立大学病院

その他

49％（42）34％（29）

9％（8）

8％（7）

※大学病院は９２％

※その他は７病院
・国立がん研究センター中央病院、 ・国立循環器病研究センター
・防衛医科大学校病院 ・大阪府立成人病センター
・がん研究会有明病院 ・国立国際医療研究センター
・静岡県立静岡がんセンター

教 育

出典：文部科学省平成25年度学校基本調査報告書

医学部学生の臨床実習や、卒後の医師の初期・専門研修等、医療従事者の養成機関
→ 採算に関係なく、幅広い診療科・部門が必要。

新しい医薬品・医療機器の開発や、難治性疾患の病態解明のための研究等を行う高度な研究
機関。
→ 様々な症例を確保するために、多くの病床が必要。

高度医療の提供や地域医療機関への医師の供給等を行う地域の中核的医療機関
→ 高い機能を備えた医療機器や、優れた技術を有する多くの医師等が必要。

国立 公立 私立 合計

42 12 81 135
本院 42 8 29 79

分院 4 52 56

2 1 20 23
本院 2 1 15 18

分院 5 5

1 1
1 6 7

本院 1 3 4

分院 3 3

1 1
1 1

45 14 109 168合　計

１．医系大学病院

２．歯系大学病院

３．附置研究所附属病院

４．保健医療系大学病院

５．鍼灸系大学病院

６．薬学系大学病院

（平成２５年５月現在）（参考２）全国大学病院数一覧
（平成２５年５月現在）
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Ⅰ-２ 全病院における大学病院（医系）の占める割合

※出典：大学病院 ・・・ 国立大学附属病院長会議「国立大学病院資料」、

文部科学省医学教育課調べ（平成２５年６月１日現在）
大学病院以外・・・厚生労働省「医療施設調査」（平成２４年１０月1日現在） に基づき作成

病院数（8,565病院）（大学病院 135病院（1.6％）） 病床数（1,578,254床）（大学病院 92,180床（5.8％））

その他
1,486,074

94.2%

国立大学
32,393
2.1%

公立大学
8,057
0.5%

私立大学
51,730
3.3%

常勤医師数（163,528名）（大学病院 33,581名（20.5％）） 常勤看護師数（703,572名）（大学病院 83,574名（11.9％））

その他
619,998
88.1%

国立大学
29,199
4.2%

公立大学
7,639
1.1%

私立大学
46,736
6.6%

その他
129,947
79.5%

国立大学
11,462
7.0%

公立大学
2,857
1.7%

私立大学
19,262
11.8%

その他
8,430
98.4%

国立大学
42

0.5%

公立大学
12

0.1%
私立大学

81
0.9%

全病院に占める国立大学病院の割合は０．５%、病床数に占める割合は２．１％である。
重症者や救急患者への対応、高度急性期医療の提供や開発のため、多くの医療従事者を必要とする。常
勤看護師数は、全体の４．２％を占めている。

82



大学病院は、優れた技術を有する多くの医師と高機能の医療機器を備え、高度先進医療を実施しているほ
か、地域の病院への医師を派遣したり、分娩や救急患者の受け入れを行う等、地域医療の充実に向けた
取組にも取り組んでいる。
近年では、超高齢社会への移行による疾病構造や人口動態の変化、それに伴う医療ニーズの変化への対
応が求められている。

Ⅰ-３ 大学病院の診療機能

【地域の医療機関】
比較的軽傷の患者に対応し、治療が困難な患者は大学病院等へ紹介。

（大学病院における医療システム（例））

【特定機能病院】 ※８６病院のうち７９病院が大学病院。
・高度急性期の患者を中心に対応。症状が安定した患者は他の医療機関へ紹介。

【地域の医療機関】
・手術後、退院後のフォロー（リハビリや定期的検査等）。

※平成25年12月現在 特定機能病院及び地域支援病院のあり方に関する検討会で承認要件を検討中
出典：厚生労働省作成資料

（参考２）医療・介護機能の再編

（参考１）特定機能病院の役割

出典：第10回社会保障制度改革国民会議 参考資料
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国立大学

24

47.1%

公立大学

4

7.8%

私立大学

1

2.0%

その他

22

43.1%

国立大学

9

30.0%

公立大学

5

16.7%

私立大学

9

30.0%

その他

7

23.3%

国立大学

677

59.9%

公立大学

33

2.9%

私立大学

187

16.5%

その他

233

20.6%

国立大学

26

21.8%

公立大学

4

3.4%
私立大学

24

20.2%

その他

65

54.6%

⑥難病医療拠点病院（１１９施設）

（うち大学病院 ５４施設（４５．４％））

国立大学

14

14.6% 公立大学

4

4.2%

私立大学

19

19.8%

その他

59

61.5%

国立大学

38

25.2%

公立大学

9

6.0%
私立大学

26

17.2%

その他

78

51.7%

①臓器移植件数（１，１３０件）

（うち大学病院 ８９７件（７９．４％））

③都道府県がん診療連携拠点病院（５１施設）

（うち大学病院 ２９施設（５６．９％））

④高度救命救急センター（３０施設）

（うち大学病院 ２３施設（７６．７％））

⑤総合周産期母子医療センター（９６施設）

（うち大学病院 ３７施設（３８．５％））

※厚生労働省調べ（平成２５年８月１日現在）

※（社）日本臓器移植ネットワーク調べ（平成２５年１２月９日現在）

大学病院は、７９病院が特定機能病院に指定されているほかにも、臓器移植登録施設やがん診療連携拠点
病院、高度救命救急センター、総合周産期母子医療センター、難病医療拠点病院等の医療施設としても承
認されており、我が国の医療に大きく貢献している。

Ⅰ-４ 政策的な医療への対応

※厚生労働省調べ（平成２５年５月４日現在）

※厚生労働省調べ（平成２５年４月１日現在）

（施設数）

※難病情報センターＨＰ調べ（平成２５年３月３１日現在）

※（社）日本臓器移植ネットワーク調べ
（平成１１年２月２８日から平成２６年１月２７日現在までの累計数）

（件数）

（施設数）

（施設数）

（施設数）

（施設数）

②臓器移植登録施設（１５１施設）

（うち大学病院 ７３施設（４８．３％））
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この事業は、大学病院と自大学看護部等が連携して、臨床研修体制・方法を、学問的検討を加えながら開
発することにより、看護職の効率的・継続的な専門能力の習得と向上を図ることを目的としたもの。8国立大

学病院の事業が採択された。看護職が活躍し続けられるキャリアパスや体制を整えること等により、看護職
がいきいきと働き続け、患者等により質が高く、安心・安全な医療を提供することにつながっている。

Ⅱ-1－1 文部科学省大学改革推進事業「看護職の人材養成システムの確立」
採択校および取り組み概要の抜粋

東北大学
看護キャリアプロモート支援システム開発
～臨床看護師の教育力向上とキャリアパス構築支援～

東京医科歯科大学 看護職IKASHIKAキャリアパスの開発 ～メンターPBL方式による～

新潟大学 ‘気づく’を育て伸ばす臨床キャリア開発

滋賀医科大学 臨床教育看護師育成プラン ～専門分野の知を結集し臨床看護教育者を育てる～

岡山大学 EBN志向の次世代看護職教育システム開発

九州大学 看護実践力 ブロッサム開花プロジェクト

京都府立医科大学 循環型教育システムによる看護師育成プラン

慶應義塾大学 看護職キャリアシステム構築 ～ジェネラリスト・ナースの発達モデル～

名古屋大学 Saving ｌifeナース育成プラン

神戸大学 キャリアシステム・神戸REEDプラン

徳島大学 愛と知と技のバランスのとれた看護職養成

北里大学 協働を基盤とした高度実践者・教育者育成

【平成21年度採択校】

【平成22年度採択校】

当院看護部は高度化する医療に対応できる看護師を輩
出するための「臨床教育看護師育成プラン」に取り組み、
国の事業として採択されました。

臨床教育看護師とは、看護の質向上のために看護師と
看護学生に教育的な関わりを持つ、臨床の看護教育者
のことをいいます。

このプランを進めることで今まで以上に充実した教育プロ
グラムの開発が可能となります。さらに平成22年には実

践的な看護トレーニングができるシミュレーションセンター
を開設し、実践的な演習を行っています。

東京医科歯科大学：

看護職IKASHIKAキャリアパス
「学生・新人一貫教育プログラム」

滋賀医科大学：臨床教育看護師育成プラン

事業では、基礎教育から新人看護師にかけての一貫した
継続教育や適切なブリッジ教育、またリアリティショックの
軽減を図るための教育プログラムを開発。

一人一人の看護師が日々の看護実践を通じて、主体的
に考え学べる研修システムを提供。確かな看護技術と豊
かな人間性を育てるため、「心=精神(heart)・頭=知識
(head)・手=技術(hand)」を統合して学んでいきます。

滋賀医科大学医学部附属病院看護部ホームページより抜粋
http://www.shigamed.ac.jp/~hqnurse/education/index.html

東京医科歯科大学医学部附属病院看護部ホームページより
一部改編 http://www.tmd-kango.jp/support/index.html

文部科学省ホームページ「看護職の人材養成システムの確立 中間報告結果」平成24年3月 より
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/igaku/__icsFiles/afieldfile/2013/03/11/1317886_01.pdf
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看護における臨床と教育・研究のユニフィケーションを進めるためには、臨床看護師と教員それぞれの
マンパワーの充足が求められる。大学の教員数は、大学設置基準において定められているが、看護学関
係の学部の専任教員数は、他の医療系の学部と比べ少ない基準である。

Ⅱ-1-2 大学設置基準における教員数の比較

大学設置基準 第13条
別表イ 医学又は歯学に関する学部以外の学部に係るもの

学部の種類
一学科で組織する場合の専任教員数

二以上の学科で組織する場合の一学科の収容定員
並びに専任教員数

収容定員 専任教員数 収容定員 専任教員数

文学関係 三二〇―六〇〇 一〇 二〇〇―四〇〇 六

教育学・保育学関係 三二〇―六〇〇 一〇 二〇〇―四〇〇 六

法学関係 四〇〇―八〇〇 一四 四〇〇―六〇〇 一〇

経済学関係 四〇〇―八〇〇 一四 四〇〇―六〇〇 一〇

社会学・社会福祉学関係 四〇〇―八〇〇 一四 四〇〇―六〇〇 一〇

理学関係 二〇〇―四〇〇 一四 一六〇―三二〇 八

工学関係 二〇〇―四〇〇 一四 一六〇―三二〇 八

農学関係 二〇〇―四〇〇 一四 一六〇―三二〇 八

獣医学関係 三〇〇―六〇〇 二八 二四〇―四八〇 一六

薬学関係（臨床に係る実践的な
能力を培うことを主たる目的とす
るもの）

三〇〇―六〇〇 二八 二四〇―三六〇 一六

薬学関係（臨床に係る実践的な
能力を培うことを主たる目的とす
るものを除く）

二〇〇―四〇〇 一四 一六〇―二四〇 八

家政関係 二〇〇―四〇〇 一〇 一六〇―二四〇 六

美術関係 二〇〇―四〇〇 一〇 一六〇―二四〇 六

音楽関係 二〇〇―四〇〇 一〇 一六〇―二四〇 六

体育関係 二〇〇―四〇〇 一二 一六〇―三二〇 八

保健衛生学関係 （看護学関係） 二〇〇―四〇〇 一二 一 一

保健衛生学関係 （看護学関係
を除く）

二〇〇―四〇〇 一四 一六〇―三二〇 八

大学設置基準 第13条
別表ロ 医学又は歯学に関する学部に係るもの

収容定員
収容定員三六〇
人までの場合の
専任教員数

収容定員四八〇
人までの場合の
専任教員数

収容定員六〇〇
人までの場合の
専任教員数

収容定員七二〇
人までの場合の
専任教員数

収容定員八四〇
人までの場合の
専任教員数

収容定員九六〇
人までの場合の
専任教員数

学部の種類

医学関係 一三〇 一四〇 一四〇 一四〇 一 一

歯学関係 七五 八五 九二 九九 一〇六 一一三
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大学病院は、高度な医療を提供する地域の中核的医療機関として、難治性疾患等を含む様々な症状の患
者の診療にあたっている。手術件数も近年伸びている。

出典：全国国立大学病院手術部会議調べ

（件）

（参考４）手術時間が６時間以上の手術件数

（参考１）近年の手術件数の推移（国立大学病院）

（件） （件）

600～799床 800床～ 600～799床 800床～

調査対象病院数
●一般病院（26）

・600～799床（21）
・800床～（5）

●国立大学病院（39）
・600～799床（23）
・800床～（16）

共に、全国国立大学
病院手術部会議調べ

平成21年度の
任意の２週間

Ⅱ-1－3 大学病院の手術件数、高難度手術への対応

195,376
208,058

222,128
234,194 239,948

248,022
256,180 262,648 269,902

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

（参考２）国立大学病院とそれ以外の病院との手術難易度の構成比較

出典：中央社会保険医療協議会資料より

（参考３）３歳未満患者を対象とした手術件数

超高難度 高難度 中難度 低難度

（難しい） （易しい）

（Ｈ17年度）

（Ｈ20年度）
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Ⅱ-1-4 ロボット支援手術（ダ・ヴィンチ手術）看護手順

患者入室前

• 器械展開とチェック，ドレーピング（スコープ調整含む），部屋の配置セッティング，
ベッドセッティング

患者入室・

麻酔導入

• 全身麻酔導入の介助，ポジショニング＊， 消毒とリネン掛け

手術開始
• 器械出し，ベッドダウン，ロールイン

手術終了時 • 止血確認，ロールアウト，器械カウント･チェック，全身状態観察

国立大学病院で実施されている、手術支援ロボット（ダ・ヴィンチ）を用いた新鋭手術の実施にあたっては、そ
の手術に応じた新たな看護実践が構築されている。その手術の拡大に伴い、看護実践の標準化と拡大が求
められる。

【＊腹腔鏡下ロボット支援手術におけるポジショニング】

【麻酔導入後】
１．マジックベッドと固定器を用いて砕石位をとる
２．側板と抑制帯を用いて頭低位30度保持する

除圧材とずれ防止材を使用し、肩・背部・臀部などへの負担が最
小限になるよう工夫する。また、輸液ルートや心電計コードによる
皮膚圧迫がないよう、除圧材等を用いて保護する）

３．麻酔医と協力し、術中のスコープやアームの動きとローテーション
を想定し、フェイスガード・リヒカ・枕を用いて体位を調整する

４．ロボットの動きから顔面を保護し、また頚椎の過進展や過屈曲の
ないよう高さを調整する

５．保温シーツなどを用いて術中の体温低下の予防に努める

【ロールイン時】
１．ロボットアームが上下肢・体幹に接触しないよう、またロボットの稼

動域に支障がないよう調整する

【術中】
１．ロボットによる接触や、長時間同一体位による皮膚障害など身体

への負担がないよう体位を観察する
神戸大学医学部附属病院
手術部看護師作成 看護手順より
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国立大学病院では、多種多様な疾患や病状で通院する患者に対応するため、さまざまな看護専門外来を
開設し、質の高いサービスを提供している。

Ⅱ-1-5 国立大学病院における看護専門外来の実施状況

名称 実施大学数
がん相談 29
がん化学療法 25
緩和ケア外来 21
リンパ浮腫外来 30
乳腺看護外来・マンマ外来 7
WOC外来・皮膚排泄外来・ストーマ外来 47
褥瘡 9
スキン外来 5
自己導尿外来 15
尿失禁対応 8
糖尿病ケア・療養相談 30
フットケア外来 32
糖尿病透析予防指導 2
腎臓病在宅療養指導外来 3
腹膜透析外来 9
移植外来 9
造血細胞移植者支援外来 10
血友病 2
HIV看護相談 14
慢性疾患指導外来 4
肝臓疾患相談 12
禁煙外来 21
酸素療法・在宅酸素療法 2
ペースメーカー外来 4
デバイス外来 3
摂食嚥下外来 6
神経内科看護相談 4
認知症ケア外来 2
メンタル看護相談 3
母乳外来・乳房外来 33
助産外来 29
マザークラス・マタニティクラス 28
個別妊婦保健指導外来 10
不妊外来 10
育児外来・こども相談 10
高齢初産婦指導外来 ６
マタニティヨガ外来 3
グリーフケア外来 2

その他 15
計 514

国立大学病院看護部長会議 平成25年度処遇調査より
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Ⅱ-1-6  看護手順の標準化の取り組み

現在は、看護実践の手順の作成や更新が各病院ごとに行われている。それぞれが毎年見直し、更新をす
るのは多大な作業が必要であり、標準化が進まない原因の一つとも考えられる。現在国内で導入されている
オンライン教育ツールは、看護技術を画像やイラストを用いて説明しており、自施設の看護手順として取り入
れる病院もある。同じツールが用いられることによって、看護手順の標準化が進むことも期待される。このオ
ンラインツールの監修は、国立大学病院看護部で行われている。

エルゼビア・ジャパン株式会社 ナーシング・スキル日本版．
http://nursingskills.jp/ より引用 （東大病院看護部監修）
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％

7：1看護師配置
大学病院の増加

○ 「全国」は、「病院看護実態調査」（日本看護協会調べ）より．
○ 「国立大学病院」は、４２大学病院（歯学部・研究所附属病院を除く大学病院）の平均．国立大学病院看護部長会調べ

Ⅱ－2－2 看護職員・新卒看護職員の離職率の推移

国立大学病院の新卒看護職員離職率は、以前から全国平均より低い値であった。平成18年以降、7：1
看護師配置によって多くの新卒看護職員を採用する状況となったが、新人の教育体制や受け入れ体制
を整えた結果、新卒看護職員の離職率はさらに低下し、全看護職員の離職率も低下している。
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20年以上

Ⅱ－2－1 国立大学病院の看護職員に占める新卒看護職員の割合

国立大学病院は、毎年多くの新卒看護職員を採用している。平成19年度をピークに全看護職員に占め
る新卒看護職員の割合は減少傾向であるが、経験3年未満の看護職員が占める割合は約3割である。

1～３年未満
18％

3～5年未満
13.8％

10～20年未満
18.9％

20年以上
16.4％

5～10年未満
23％

【国立大学病院全看護職員に占める
新卒看護職員の割合（平成25年度）】

新卒
看護職員
3061人

10.0％

【経験年数別にみた看護職員の構成：年次推移】

国立大学病院データベースセンター「看護質評価指標調査」より
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Ⅱ－2－3 国立大学病院における教育システムおよびキャリアパス支援

国立大学病院では、看護職員に対して入職当初から社会人基礎力の向上や看護実践能力の習得に向
け、段階的かつ長期的な教育計画を構築し育成している。このような段階的な教育システムをキャリアラ
ダーとよんでいる。病院内での活躍にとどまらず、広く活躍できる看護職を育成するためのキャリアパス
を提示し、個々の看護職の希望や特性を考慮した育成に努めている。職員のキャリアパス支援のための
センターや部門を構築している大学病院もある。

資料提供：北海道大学病院

資料提供：東北大学病院

【キャリア支援のための仕組みの一例】
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Ⅱ-3-1  国立大学病院の修士・博士課程修了看護職数の推移

国立大学病院に勤務する常勤看護職員のうち、博士課程修了者、修士課程修了者数ともに増加してい
る。実数も増加しているが、看護職員全体に占める割合も、平成19年度 1.3％から平成25年度2.17％へと
増加している。
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国立大学病院データベースセンター「看護質評価指標調査」より

常勤看護職員
総数（人）
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Ⅱ-3-2 大学教員との共同研究を継続教育に活用している事例

国立大学病院の看護部で実施されている研究の実態の詳細な把握はできていないが、大学教員と大学
病院看護部が共同研究を行い、臨床実践や継続教育に還元されている事例もある。

千葉大学看護学部附属看護実践研究指導センター：
自己評価をふまえた自施設完成型 新人看護師教育支援担当者育成モデルプログラム

Ver.1（試行版）よりの抜粋
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Ⅱ-4-1 日本の将来推計人口：75歳以上高齢者の増大

【資料】 2010年（平成22年）までの実績は厚生労働省「人口動態統計」
2011年（平成23年）以降の推計は国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2006年度版）から推定

※介護施設は老健、老人ホーム

2005年までは総務省統計局「国勢調査」2007年は総務省統計局「年報」
2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」

Ⅱ-4-2 死亡場所別、死亡者数の年次推移と将来推計

人口減少・少子高齢化が急速に進展し、超高齢社会が到来している。医療ニーズの変化だけでは
なく、生産年齢層・労働人口の減少が、医療や看護の提供においても深刻な影響を及ぼすことが
危惧されている。

2030年までに約40万人死亡者数が増加すると見込まれるが、看取り先の確保が困難である。病院
以外での看取りに対応する体制が必要である。
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第33回社会保障審議会医療部会 看護職員確保対策資料より

専門看護師数専門看護師数

看護師従事者数
全国従事者数

1.027.337人

認定看護師数
全国 10,878人

国立大学病院
看護師数

29.676人（2.9%）

専門看護師数
全国 1048人

国立大学病院
認定看護師数

596人（5.5%） 国立大学病院
専門看護師数

97人（9.3%）

図1 専門看護師・認定看護師が
国立大学病院に勤務している割合

図2 国立大学病院専門・認定看護師数の年次推移
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Ⅱ-4-4 国立大学病院に勤務する専門看護師・認定看護師の割合と推移

看護職の就業状況は、平成23年度約149万人である。2025年の看護職員必要数は170万人～204万
人と推測され、現行の養成計画では看護職員の需給バランスは不均衡のままである。

Ⅱ-4-3 看護職の就業者数の推移

国立大学病院の看護師数は、病院に勤務する看護師数の2.9％であるが、専門看護師は9.3％認定
看護師は5.5％を占めている。

(平成17年～平成24年 国立大学病院看護部長会議調べ)（看護師従事者数は、平成23年 厚生労働省調査，
認定・専門看護師数は、平成24年 国立大学病院看護部長会議調べ）
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専門

看護師

556件

（12%）

認定

看護師

1954件

（41%）

専門・認定

以外の

看護師

2244件

（47%）

①教育的活動件数

ｎ＝4754件

自大学以外

の学生へ

143件

（26%）

自病院以外

の医療受持

者 375件

（67%）

一般市民

38件（7%）

③専門看護師

ｎ＝556件 自大学以外

学生へ

266件

（14%）

自病院以外

の医療受持

者1592件

（81%）

一般市民

96件（5%）

④認定看護師

ｎ＝1954件

自大学以外の

学生へ386件

（17%）

自病院以外の

医療従事者

1481件（66%）

一般市民

377件

（17%）

⑤専門、認定以外の看護師

ｎ＝2244件

専門

看護師

5.7件（59%）

認定

看護師

3.3件（33%）

専門、認定

のすべての

看護師

0.8件（8%）

②1人当たりの件数

国立大学病院看護部長会議特別委員会Ｅ委員会24年度調査
国立大学病院の看護職員が、院外あるいは自施設で院外の人向けに行った研修、セミナー、学会、公開講座等の
件数を調査した。（自大学職員及び自大学学生対象の教育的活動は除く）

Ⅱ－4－5 国立大学病院看護職の地域での教育的活動

国立大学病院では、地域での教育的活動に年間4,754件人材を派遣していた。特に、国立大学病院で

多く育成し、活動している専門看護師・認定看護師に対する地域からの要請が高く、教育的活動を積極
的に行っている。
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助産師出向事業
（鹿児島県看護協会事業）

（地域分娩施設）

３年目看護師地域施設見学研修

地域看護師として実務研修

鹿児島大学
看護部

看護大学

行政県看護協会
訪問看護ST協議会

離島包括支援センター

離島診療所への派遣
（三島村と協定）

地域包括支援
センター

Ⅱ-4-6 地域医療機関との連携システムの一例

鹿児島大学病院看護部では、地域・行政・看護学部と連携して「鹿児島医療人育成プログラム」を構築し、
その中で育成された看護師が、離島を含む地域で活動できるシステムを構築している。

鹿児島大学より提供：「鹿児島医療人育成プログラム」概略図
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国立大学病院と海外の病院で合同カンファレンスを行うなどして、より安全・安楽な看護を提供するため
の情報交換を行っている。現在は医師の行うカンファレンスに看護職が参画するという形ではあるが、相
互に英語でのプレゼンテーションを行い、テーマに沿った内容について質問をし合う形で進め、交流が進
んでいる。（九州大学）

Ⅱ-5-1 海外の病院との合同カンファレンス

第１回 ﾏﾚｰｼｱ 第２回 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ

第３回 タイ 第４回 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

Ⅱ-5-2 国際学会での発表の1例

国立大学病院で行った研究の多くは国内の学会発表にとどまっているが、海外で行われる学会において
も確実に症例報告や研究成果等が発表されている。そのひとつとして、文部科学省大学改革推進事業
「看護職の人材養成システムの確立」に採択された、岡山大学「EBN志向の次世代看護職教育システム
開発」に関連した発表事例がある。

資料提供：九州大学病院

資料提供：岡山大学病院
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42国立大学45病院のうち、歯学部附属病院・研究所附属病院を除く42大学病院の看護職員総数（常勤
換算人数）を、H17年とH25年で比較すると、総数では10,881人増加している。 １施設平均では259人増
加しており、平成２５年にすべての国立大学病院が一般病床７:１看護師配置となった。

Ⅱ-6-１ 国立大学病院の看護職員数の推移

国立大学病院データベースセンター「看護質評価指標調査」より

看護職員
常勤換算

総数
（人）

Ⅱ-6-2 育児支援制度（育児時間・短時間勤務制度）利用者数の推移

平成18年度と平成25年度を比較すると産前産後休暇取得者数は約2倍になっており、全看護職員の約
4.8％にあたる。育児休業復帰後、育児時間や育児短時間制度は全大学で導入されており、制度を利用
し、勤務継続する看護師が増えている。
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国立大学病院データベースセンター「看護質評価指標調査」より
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【育児時間・育児短時間勤務制度利用者総数の推移】
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国立大学病院の看護職員数は年々増加しているが、副看護師長・看護師長等の管理職者数は増えて
いないため、全体に占める管理者の割合が低下している。１人の管理者が管理する部下の人数が増え
ており、勤務管理や労務管理、目標管理等の負担が増えている。

Ⅱ-6-3 看護職全体に占める看護管理者の割合

Ⅱ-6-4  国立大学内で定められている職種別俸給

看護職員の俸給の上限は、教育職だけでなく他の医療技術職や一般職員と比較しても低い。
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国立大学病院看護部長会議 平成25年度処遇調査より

Ａ国立大学病院・Ｂ国立大学病院の俸給表より

看護師の
俸給

看護師の
俸給
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看護部は病院内で最も多くの職員数を有する部門である。看護部長は、多くの情報と看護部のもつ組織
力を活用し、病院の意思決定および運営に参画している。国立大学病院においても、多くの看護部長が
副病院長・病院長補佐として任命され活躍している。

Ⅱ-6-5 看護部長の副病院長・病院長補佐の任命

27 
60%

6
13%

12
27%

副病院長

病院長補佐

任命なし

Ｎ＝４５

【平成25年度】

【平成21年度】

24
53%

6 
13%

15
33%

副病院長

病院長補佐

任命なし

Ｎ＝４５

国立大学病院看護部長会議 平成21年度・平成25年度処遇調査より
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委員名簿  

〇印は委員長   

【看護実践分野】                        

山口 千鶴子  富山大学 

 米道 智子   富山大学 

小藤 幹恵   金沢大学 

橘  幸子   福井大学 

五島 光子   岐阜大学 

廣瀬 泰子   岐阜大学 

   桑原 弓枝   浜松医科大学 

  三浦 昌子   名古屋大学 

   門脇 文子   三重大学 

   藤野 みつ子  滋賀医科大学 

〇 秋山 智弥   京都大学 

   越村 利惠   大阪大学・医学部 

   西尾 善子   大阪大学・歯学部 

   松浦 正子   神戸大学 

 

 

【教育分野】 

   川畑 いづみ  北海道大学 

   上田 順子   旭川医科大学 

   砂田 弘子   弘前大学 

   小林 朱実   弘前大学 

〇 門間 典子   東北大学 （平成 24～25 年度） 

   高島 幹子   秋田大学 

   白川 秀子   秋田大学 

〇 那須 景子   山形大学 （平成 26 年度） 

 

 

【研究分野】 

   大草 智子   鳥取大学 

   秦 美恵子   島根大学 

  保科 英子   岡山大学 

   前川 珠木   岡山大学 
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〇 竹光 三枝子  広島大学 （平成 24 年度） 

山本 雅子   広島大学 

   花田 千鶴美  山口大学 

   猪上 妙子   山口大学 

   木田 菊恵   徳島大学 

   阪井 眞利子  香川大学 

     筒井 茂子  香川大学 

   田渕 典子   愛媛大学 

〇 楠瀬 伴子   高知大学 （平成 25～26 年度） 

 

 

【地域貢献・社会貢献分野】 

   中畑 高子   九州大学 

   長谷川 正志  佐賀大学 

  江藤 栄子   長崎大学 

〇 本  尚美   熊本大学 （平成 26 年度） 

〇 大戸 朋子   大分大学 （平成 24 年度） 

日髙 真美子  宮崎大学 

〇 向窪 世知子  鹿児島大学（平成 25 年度） 

  下地 孝子   琉球大学 

 

 

【国際化分野】 

大草 智子   鳥取大学 

    秦 美恵子   島根大学 

    保科 英子   岡山大学 

    前川 珠木   岡山大学 

〇 竹光 三枝子  広島大学 （平成 24 年度） 

山本 雅子   広島大学 

   花田 千鶴美  山口大学 

   猪上 妙子   山口大学 

   木田 菊恵   徳島大学 

   阪井 眞利子  香川大学 

 筒井 茂子 香川大学 

   田渕 典子   愛媛大学 

〇 楠瀬 伴子   高知大学 （平成 25～26 年度） 
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【運営分野】 

   白川 洋子   筑波大学 

   野本 悦子   群馬大学 

 荻原 京子   群馬大学 

   吉川 淳子   千葉大学 

   小見山智恵子  東京大学・医学部 

〇 武村 雪絵   東京大学・医科学研究所 （平成 25～26 年度） 

   小牟田智子   東京医科歯科大学・医学部 

   川﨑 つま子  東京医科歯科大学・医学部 

   渋谷 絹子   東京医科歯科大学・歯学部 

   佐藤 富貴子  新潟大学 

〇 鈴木 久美子  山梨大学 （平成 24 年度） 

   岩下 直美   山梨大学 

   松本 あつ子  信州大学 

   伊藤 寿満子  信州大学 

 

 

【編集委員】 

  〇 小見山智恵子  東京大学・医学部 

 川﨑 つま子  東京医科歯科大学・医学部 

 吉川 淳子   千葉大学 

佐藤 富貴子  新潟大学 

那須 景子   山形大学 

武村 雪絵   東京大学・医科学研究所 

小藤 幹恵   金沢大学 

山本 雅子   広島大学 

向窪 世知子  鹿児島大学 
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